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午前１０時００分 開議

○議長（小比類巻雅彦君） おはようござい

ます。

出席議員は定足数に達しておりますので、

会議は成立いたします。

それでは、２日目の本会議を開きます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第１ 市政

に対する一般質問を行います。

お手元に配付しております一般質問一覧表

のとおり進めます。

８番太田議員の登壇を願います。

○８番（太田博之君） おはようございま

す。

８番みさわ未来の太田博之でございます。

それでは、通告に従いまして、前回に引き

続き、行政問題に絞って３点、一般質問をさ

せていただきます。

はじめに、男女共同参画社会の推進につい

て伺います。

安倍首相は、去る９月３日、第２次安倍改

造内閣を発足させました。その中で、当市が

属する青森県２区選出の江渡聡徳前防衛副大

臣が、防衛大臣兼安全保障法制担当大臣とし

て入閣を果たしました。

本県選出国会議員の入閣は、２００２年９

月発足の第１次小泉改造内閣で農林水産大臣

を務めた大島理森氏以来１２年ぶりで、本県

国会議員が防衛関係の閣僚につくのは、２６

年前の１９８８年８月から防衛庁長官を２期

務めた故田沢吉郎氏以来２人目となります。

江渡大臣は、官邸での就任会見で、国家の

存立の基本にかかわる崇高な任務、光栄であ

り、使命、責任の重さを痛感している。２５

万人の自衛隊とともに求められる役割を果た

し、国民の負託にしっかりと応えたいと抱負

を述べられました。

私は、米軍三沢基地を抱える当市の地方議

会に身を置くものとして、そして市民の１人

として、防衛大臣就任を心からお祝いを述べ

させていただくと同時に、防衛副大臣を３度

経験し、国の安全保障委員会の委員長も務め

た防衛の専門家として、また、三沢基地の現

状を目の当たりにしてきた青森県２区選出の

国会議員として、これまで当市の先人たちが

国家の防衛政策に対し、基地との共存共栄の

理念を掲げ、これまで長きにわたり防衛施策

等に苦渋の選択を繰り返し、常に基地問題に

耐え、民生安定事業に取り組んできた三沢市

民の心情を心におとめいただき、責務を全う

していただきたいと願うものであります。

そして、私も議員生活１０年を迎えました

が、初心に返り、謙虚に決意を新たにして取

り組む覚悟でございます。

さて、今回の改造内閣では、過去最多に並

ぶ女性５人を閣僚に起用いたしました。ま

た、改造人事では、女性活躍担当大臣に有村

治子氏を登用し、安倍内閣が掲げる国の成長

戦略の柱の女性の活躍推進を具現化する中、

まさに女性が参加し、元気な日本をつくる政

策を形にしたと言えるのではないでしょう

か。

私自身も、女性の社会参加は少子高齢化問

題の解決の根底にある政策との認識であり、

地方こそが、この問題に対し真っ向から取り

組んでいかなければならないとの強い思い

で、今回、このタイミングで取り上げさせて

いただきました。

日本経済新聞社産業地域研究所が本年３月

に実施した全国８１３市区、これは７９０市

と東京２３区の自治体の数でございますが、

この全国８１３市区での２０１４年度予算調

査で、各自治体の一般行政職員における女性

管理職員登用の実績を尋ねたところ、管理

職、これは課長補佐以上に占める女性の比率

は、東京２３区を除く７９０市平均で９.４

％であったと公表しております。

１９９９年６月に男女共同参画社会基本法

が施行されてから１５年、この間、国が２０

２０年までに指導的地位にある女性の割合を

３０％程度にふやすとする目標を掲げ、各方
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面での女性活用が進展してまいりました。

そのような中、政府が６月にまとめた新た

な国の成長戦略の柱にも女性の活躍推進政策

が盛り込まれ、国と地方自治体、企業に対

し、２０、２０、３０、これはパーセントの

数字でありますが、その実現に向けた目標設

定や自主計画の策定の検討を進めることを求

めております。

また、既に国は、各省庁横断的に、この男

女共同参画社会の構築に向け、市民に向けて

情報発信や同事業の支援を積極的に行ってい

る中にあって、今回の改造人事において女性

活躍担当大臣の設置で、その内容はより加速

化していくことだと思っております。

そこで、お伺いいたします。

１点目として、当市の女性管理職、ここで

は管理職手当が支給されている課長補佐以上

の役職の割合の推移と、それを踏まえた今後

の対策について伺います。

２点目として、当市においても積極的に男

女共同参画社会を目指して取り組んでおりま

すが、その具体的取り組みと実績、並びにそ

れを踏まえた今後の対策について伺います。

次に、コンビニエンスストアにおける行政

サービスの推進について伺います。

さて、市民の皆様は、コンビニエンススト

アで物販以外でのサービスの御利用経験はご

ざいますでしょうか。私はここ数年、さまざ

まなサービスを利用させていただいておりま

す。

例えば、ＡＴＭでお金を引き落としたり、

コンサートのチケットをとったり、マラソン

大会の登録料や税金を支払ったり、ネット販

売の商品の受け取りをしたり、また、宝くじ

を買ったりなどなど、今では身近なコンビニ

のサービスを利用している方は本当に多く

なってきていると感じております。

そうした中、セブンイレブンが２０１０年

２月から、昨年の４月以降からは県内にある

全てのコンビニで、マルチコピー機を活用し

たサービスが注目を集めております。その

サービスとは、住民票の写し、印鑑登録証明

書、住民票記載事項証明書、戸籍証明書、税

の証明書などが取得できることであります。

もちろん住民基本台帳カード、通称住基カー

ドが必要となります。

２０１４年７月現在で、このサービスが受

けられる自治体数は、全国で８７自治体であ

りますが、しかし、地方公共団体情報システ

ム機構に問い合わせたところ、大まかな数字

ですがということで教えていただきました

が、本年度中にこのサービスの導入を予定し

ているのは約１００自治体、そして２０１６

年１月に運用開始される個人番号制度の導

入、いわゆるマイナンバー制の運用開始に合

わせて、このサービスの導入を準備している

自治体が２００自治体以上あるとのことであ

りました。導入を検討している自治体のほと

んどが市、区ですので、８１３市と区のうち

約半数近くの自治体で、このサービスが２０

１６年１月から提供されることになります。

また、そのうちの約半数が、各種税金等も

支払えるサービスも付加されるのではないか

と聞き及んでおります。

いずれにいたしましても、このようなサー

ビスは、自治体が導入することによって、全

国のコンビニで、夜間や休日でもこのサービ

スを受けられることになることから、近い将

来、必ずや全自治体がこのサービスの導入を

図ることになると思うのであります。

また、このサービスの導入に係る経費の５

０％を施行から３年間、総務省が補助金で負

担する。そのことを考えると、その動向はよ

り加速化していくと考えられます。

当市においては、既に軽自動車税並びに水

道料金の納付はコンビニで行うことができま

すが、今後は、市民の利便性や納税率向上は

もとより、事務事業の改善も視野に入れ、納

税に関してもコンビニ活用を考える時代が必

ずやってきます。

そうしたインフラ環境が目覚ましく変化し

ていく中、今回は納税方法の範囲を広げるこ

とは別として、最低でも２０１６年１月に運

用開始される個人番号制度の導入に合わせ
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て、住民票の写し、印鑑登録証明書などが取

得できるサービスが受けられるよう事業着手

すべきと考えますが、今後における当局の取

り組みについて伺います。

最後に、東京オリンピック・パラリンピッ

クの合宿誘致についてであります。

今月８日午後２時８分に、安倍総理から私

のスマートフォンにＳＮＳ、いわゆるソー

シャルネットサービスのラインを通じてメッ

セージが届きましたので、ここで紹介したい

と思います。

安倍晋三です。テニス全米オープンに出場

した錦織選手は残念ながら決勝で敗れてしま

いましたが、日本人初、アジア人初の４大大

会決勝進出、歴史的な快挙をなし遂げまし

た。右足を痛めながらも、自信を持って激戦

を戦い抜く姿は、スポーツに取り組む少年少

女をはじめ、日本中に感動を与えてくれまし

た。２０２０年の東京オリンピックに向けて

も、スポーツ全体の大きな弾みになると思い

ます。平成生まれでまだ若い錦織選手、ぜひ

これからも世界の頂点を目指して頑張ってほ

しいと思います。

このメッセージは、総理官邸の公式アカウ

ントでございますので、登録した全ての方々

に一斉送信されものであります。

さて、錦織選手の大活躍、そして一昨日

は、サッカー日本代表の親善試合において野

辺地町出身の柴崎選手が代表初得点を決める

など、スポーツを通じて日本、そして青森県

が熱くなってきています。さらには、この三

沢市においても、全日本女子バレーで活躍す

る大野姉妹をはじめ、各スポーツの分野で全

国大会出場や日本代表に選抜される選手が出

るなど、当市の子供たちの活躍には、まさに

三沢市全体が熱くなってきております。

そうした中、青森県は、先般、２０２０年

に開催される東京オリンピック・パラリン

ピックでの合宿誘致について、誘致の意向や

可能性がある自治体の競技宿泊施設等の現地

調査を行いました。

当市でも国際交流教育センターが対象と

なったと聞いておりますが、２０１７年１０

月オープン予定の(仮称)三沢市国際交流ス

ポーツセンターの活用を念頭に、三沢市総合

振興計画に掲げた「豊かな心と体を育むまち

づくり」、とりわけ、国際化の推進、スポー

ツの振興を推し進める事業として、積極的に

合宿誘致を行うべきと私は考えます。

また、当市の理念である「人とまち みん

なで創る 国際文化都市」の創造を目指すこ

とからも、市民一丸となって取り組むべき最

優先の事案であるのではないかと思うのであ

ります。

そこで、２点について伺います。

１点目は、合宿誘致への応募について、い

わゆる意思があるかないかのお考えをお伺い

したいと思います。

２点目として、誘致の意思があるのであれ

ば、今後の誘致に向けての方策について伺い

たいと思います。

以上で、私の一般質問を終わります。

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの８番

太田博之議員の質問に対する当局の答弁を求

めます。

市長。

○市長（種市一正君） おはようございま

す。

ただいまの太田議員御質問の行政問題の男

女共同参画社会の推進についての第２点目、

男女共同参画にかかわる取り組みの実績と今

後の対策については私から、その他につきま

しては副市長と担当部長からお答えをさせま

すので、御了承願いたいと思います。

現在、少子高齢化の進展、家族構成や地域

社会の変化、景気の低迷など、昨今の社会情

勢には、女性と男性が尊重し合い、さまざま

な分野でともに参画する男女共同参画社会の

構築が欠くことのできない要件となっており

ます。

当市におきましては、平成２４年に第２次

ハーモニープランを策定し、基本目標を掲

げ、各分野において各施策を実施してまいり

ました。
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地域社会における男女共同参画事業としま

しては、女性の視点を生かしたまちづくりの

活動を目指す、三沢女性まちづくり講座ま

ち・きらきらセミナーを平成２１年度から開

催し、三沢の魅力再発見の情報誌を発行する

など、女性の人材育成に加えて、参加者同士

のネットワークづくりも進められているとこ

ろであります。

このセミナーの受講生の中から、市民団体

を立ち上げ、事業を展開している方や、これ

らの活動に意欲を持つ方がおられることな

ど、各市民団体及びＮＰＯにおける女性の活

躍が活発になっていることから、大きな成果

があらわれたものと考えております。

また、市民と語ろう住民懇談会のうち、女

性を対象に実施しました懇談会におきまして

も、女性の視点からのさまざまな御意見、あ

るいは御提案をいただくなど、市政に対する

女性の参画が実現されてきているところであ

ります。

一方で、女性の社会進出につきましては、

仕事と生活の調和であるワークライフバラン

スの推進が重要となっていることから、仕事

と家庭の両立が図られ、安心して子育てがで

きるような環境を整備するために、保育事業

の充実を図るとともに、新たな子育て支援の

拠点施設とすべく、仮称でありますが、子ど

も館の建設構想も進めているところでござい

ます。

今後におきましても、市民活動へのさらな

る支援を行うとともに、女性と男性が対等な

パートナーとして、あらゆる分野に参加し、

喜びも責任も分かち合う、いわゆる男女共同

参画社会の実現に向けた施策を推進してまい

りたい、このように考えております。

私からは、以上であります。

○議長（小比類巻雅彦君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 行政問題、男女

共同参画社会の推進についての第１点目、当

市の女性管理職の割合の推移と今後の対策に

ついてお答えいたします。

女性公務員の活躍促進の取り組みにつきま

しては、男女共同参画社会基本法に基づき、

政府が策定する基本計画において、具体的な

施策が掲げられてございます。

平成１７年に閣議決定されました第２次男

女共同参画基本計画では、２０２０年まで、

３０％に向け、女性の国家公務員や国の審議

会等の女性委員など、政府が直接取り組むこ

とができる分野について、具体的な数値目標

を設定した取り組みが行われてきました。

また、平成２２年に閣議決定されました第

３次男女共同参画基本計画において、平成２

７年度末までを期限とし、国家公務員は、地

方機関の課長、本省課長補佐相当職以上に占

める女性の割合を１０％程度、地方公務員に

ついては、都道府県の本庁課長相当職以上に

占める割合を１０％程度とする成果目標が示

されているところでございます。

当市における女性管理職の割合につきまし

ては、一般行政職で見ると、今年度は管理職

の職員数１０６人のうち女性が１２人、１

１.３％となっております。

過去の状況につきましては、平成２５年度

は１２.６％、平成２４年度は１１.５％、平

成２３年度は１０.７％、平成２２年度は１

０.４％となっており、国の示す成果目標を

上回ってございます。

当市におきましては、これまでも、三沢市

人材育成基本方針の中でも掲げてございま

す、男女間格差のない人事配置を推進するた

め、男女の区別なく、保有する能力を多様な

分野で発揮できるよう、人事配置に努めると

ともに、女性職員の職域拡大や管理職員等へ

の登用を推進してきているところでございま

す。

具体的な取り組みといたしましては、女性

職員の育成と能力の活用を図る観点から、幹

部候補生を養成する自治大学校や市町村職員

の中央研修所などへ派遣しているところでご

ざいます。

しかしながら、これらの施設での研修は、

長期間の宿泊研修が多く、家庭を持つ女性職

員には参加しにくい状況となっておりまし
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た。しかし、近年においては、短期間の宿泊

研修、職場や自宅などのインターネットを

使ってのｅラーニング通信研修などを活用

し、女性職員が容易に研修参加可能な環境づ

くりに努めてきているところでございます。

今後におきましても、女性職員はもちろん

のことでございますが、全職員を対象とした

研修機会の拡大と人材育成に努めてまいりた

いと考えております。

○議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部長。

○政策財政部長（中西敬悦君） 行政問題の

第３点目、東京オリンピック・パラリンピッ

クでの合宿誘致についてお答えいたします。

第１点目の合宿誘致への応募についてでご

ざいますが、２０２０年に東京都においてオ

リンピック・パラリンピック競技大会が開催

されることが決定しておりますが、オリン

ピックをはじめとする世界規模の大会が開催

される際、多くの国が大会前に、気候順応や

戦術確認等を目的として、開催国や周辺国に

おいて事前合宿を実施することは広く知られ

ているところでありまして、大会そのものに

よる経済効果等はもちろん、事前合宿が開催

された場合、当該合宿地へのさまざまな効果

が期待されるところであります。

こうした状況の中、昨年１０月には、東北

６県の知事連名により、東北６県への事前合

宿の優先的な誘致などを含む、２０２０年東

京オリンピック・パラリンピック競技大会の

開催による東北復興への波及についての要望

書が、官房長官及び文部科学大臣に提出され

たところでございます。

また、本年７月に、青森県が全ての県内自

治体及び競技団体に対しまして、東京オリン

ピック・パラリンピックの合宿誘致に関する

アンケート調査を実施した際に、当市は誘致

の意向を示したところでございます。

県内では、当市を含む５市１村が誘致の意

向を示しており、その５市１村の既存施設等

について、去る８月２５日、２６日の２日

間、県や関係機関等による現地調査が行われ

ました。

事前合宿につきましては、国内はもとよ

り、周辺国でも誘致活動を行う可能性が高

く、厳しい誘致合戦になると思われますが、

世界に向けた当市の情報発信や経済効果だけ

ではなく、一流選手と触れ合い、世界レベル

のプレーを間近で見る機会を得ることは、特

に次代を担う子供たちへ夢や希望を与えると

ともに、競技力の向上も含め、個々の持つ可

能性を広げるチャンスであり、あらゆる面に

おいて、当市に多くのメリットをもたらすも

のであると考えております。

このようなことから、当市の優位性である

三沢空港をはじめとする公共交通の利便性

や、平成２９年度に完成予定の(仮称)三沢市

国際交流スポーツセンターの機能、さらには

食文化などを十分にＰＲし、事前合宿の誘致

について、議員の皆様をはじめ、市民の皆様

の御協力を得て、正式に応募したいと考えて

ございます。

次に、第２点目、今後の誘致に向けた取り

組みについてお答えいたします。

東京オリンピックについては、２０１６年

に開催予定のリオデジャネイロオリンピック

の次のオリンピックということで、現時点で

は、参加国などが決定していないなど、未確

定の部分が多い状況ではございますが、早い

段階から誘致活動に取り組んでいくことが重

要であると考えておりますので、まずは各都

市におけるこれまでの事前合宿の実施状況や

誘致活動について、県などと連携し、情報収

集や調査に努めてまいります。

さらには、冬季アジア大会などを成功させ

てきたこれまでの実績に加え、(仮称)三沢市

国際交流スポーツセンター完成後に各種大会

やイベントを誘致し、成功させることで、国

内外に当市の魅力や利便性をアピールするこ

とも一つの方策であると考えております。

今後におきましては、さまざまな機会を捉

え、関係団体等の皆様方に事前合宿の誘致に

関する状況について御説明をさせていただい

た上で、議員の皆様をはじめ、市民の方々と

一体となった、オール三沢の体制で誘致活動
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を進めてまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 民生部長。

○民生部長（宮古直志君） 次に、第２点目

のコンビニエンスストアにおける行政サービ

スの推進につきましてお答えいたします。

コンビニエンスストアにおきましては、住

民基本台帳カードを利用し、住民票など各種

証明書を交付する、いわゆるコンビニ交付

は、地方公共団体情報システム機構が提供す

るサービスでございまして、平成２６年９月

１日現在、全国１,７１８市町村のうち８８

市町村で導入されております。

コンビニ交付を導入した自治体の住民の

方々は、サービスを提供する全国のコンビニ

店舗の端末を利用しまして、自治体の区域や

業務時間にとらわれずに、住民票等の証明書

の交付サービスが受けられるため、住民にと

りまして利便性の向上が期待されておりま

す。

現在使用されております住民基本台帳カー

ドをコンビニ交付に対応させるには、初期投

資費用が３,０００万円以上、また、運営負

担金が年額３００万円、その他システム保守

料、コンビニ業者への委託手数料として、証

明書１通当たり約１２３円の経費が見込まれ

ております。

また、平成２８年１月に、社会保障・税番

号制度がスタートしますが、翌年の平成２９

年７月からは、地方公共団体で情報連携が始

まりまして、社会保障・税、災害対策の手続

における住民票の写しなどの添付が不要と

なってくることから、これら証明書の交付件

数の推移を見据えることも必要ではないかと

考えております。

このことから、新制度になり、導入市町村

の増加によるコストの低減や個人番号カード

の普及状況等を見据えながら検討してまいり

たいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） ８番太田議員。

○８番（太田博之君） それでは、質問の順

に再質問をさせていただきます。

まず、男女共同参画社会の推進について、

女性の管理職の割合の推移ということで、現

在、１１.３％という数字でございます。

さっき答弁の中にあった閣議決定の１０％程

度といったものは、ちょっと私、確認できな

かったのですが、本年６月の新たな成長戦略

の中にうたわれているのは２０％というふう

に私は認識しているのです。この１１.３％

というのは、実は青森県の平均が１１.４％

なので、県の平均には属しているのかなとい

う気がするのですけれども、いずれにして

も、有村女性活躍担当大臣は、新聞のインタ

ビューにこう答えているのです。決定機関に

女性の存在を確立することが、まさに、この

女性参画の一つの大きな目標であると。

やはり今後、行政だけでなくて、確かに先

ほど言った三沢市の総合振興計画の後期計画

の中には、三沢市は明確に、いわゆる市の附

属機関等の女性の登用、これは数値目標とし

て２７.８％を掲げているのです。しかし、

今、三沢市の現状、１１％ちょっと。きょ

う、本会議の中でも女性が２人。

私は、これはいろいろな問題を抱えている

ということで、先ほど副市長のほうからも、

研修の中身とか、いわゆる女性が参画しにく

いという部分というのはあるのですけれど

も、私はこの十何％で満足してはいけないと

思うのです。やはり２０％、３０％、そのよ

うな形でどんどん、まさに地方が率先して

やっていく。地方というよりも、我が三沢市

がこれから成長するためにも、やはり女性参

画というのをいかに進めていかなければなら

ないのかという、ちょっと認識が私は違うの

かなという気が若干しております。

そこで、２点目にもかかわることなのです

けれども、市長が答弁した、いわゆる女性が

進出するということに対して、まちづくりに

参加するということに対して、ワークライフ

バランスの違いだったり、子育ての問題、ま

してや共働きがどんどんふえてきている。い

わゆる女性の進出する問題の障害になってい
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るものを片づけないと、ふやすふやすと言っ

ても、なかなかこれは進まないのです。いわ

ゆる女性参加する社会というのは、まさしく

日本の社会構造自体を根底から変えていくの

だということだと思うのです。

若干１と２とかぶって私は言っていますけ

れども、いわゆる女性を社会が受け入れる環

境って本当に整っているかということが、今

回の質問の趣旨と私は思っているのです。

確かに男女平等だと。しかし、だけれど

も、市役所の中に女性管理職を受け入れる、

そういう環境がきちんと整っているのだろう

か。本当に女性職員が、本当に自分の責任と

して発言をする環境が整っているのだろう

か。

要は、研修をさせます、人材育成をしま

す、それは口で言うのは簡単なのです。極端

な話、以前は、三沢市の場合は、課長職以上

は試験登用がありました。だけれども、何年

かで受ける人がいなくなったのでってやめ

た、そんなこともありました。

私は、やはりその根底にある問題といった

ものをきちんと行政が把握をして、そこにメ

スを入れなければ、この数値目標は変わって

いきませんし、女性が参画する新しい日本、

この地域といったものは、私はまだまだ時間

がかかるのかなという気がしているのです。

端的に言うと、行政職の女性登用の問題も

含めて、さっきの２番の市長の答弁した取り

組み、すごい実績を上げています。大変評価

をしております。私の周りでも活躍している

女性、随分ふえたなというのが実感です。

ただ、実はその中で、さっき言った、今

後、ワークライフバランスだったり、子育て

の問題、ここをきちんとどうしていくかとい

う認識を明確にして、それに合わせたマス

タープランをつくっていくぐらいの気持ちが

なければ、私はなかなか難しいのかなと。

そこで、１点質問したいのですけれども、

いわゆる女性向けの研修だとかなんかはいっ

ぱいあるのです。だけれども、先ほど言った

社会、いわゆる男性側が女性をどういうふう

に受けとめているのか、どういう環境をつ

くっていかなければならないのかという部分

からいくと、男性の育児休暇とか、家事にど

れだけ参画をしていくのかとか、そういった

ところを、本当に身近な問題なのですけれど

も、私はつくっていかなければならない。

きょう、ここにいろいろ資料を持ってきま

した。第２次みさわハーモニープラン、これ

もすばらしい内容、実績も確かにすばらし

い。ただ、一方では、育児や家事ができない

男性、これもどんどんふえているとは言いま

せんけれども、減ってはいない。

平成２６年度、厚生労働省の労働白書に

よって数値が出されているのですけれども、

６歳未満の子供を持つ親の育児と家事に費や

す時間、男子は１時間７分、女性は７時間４

１分。育児休暇等の取得率の推移、女性が８

３.６％、男性が１.８９％。こういう状況

を、やっぱり地方自治体、そしてまた、地域

で活躍する女性たちをバックアップするため

には、こういったところの数値をきちんと捉

えて、ここをどうするかといったところが、

実は女性の人材育成も大事ですけれども、私

は、ここも同時並行的にやっていかなければ

いけないのかなと。

この数字に対しては、私も父親として、か

なり反省の念は持っているのですけれども、

もうみんな二十を超えましたので、そこは許

していただきたいと思うのですけれども、実

はやっぱりここが私は大事だと思いますの

で、男子側、ここに対してどう切り込んでい

くのかというところを１点お伺いしたいとい

うふうに思います。

２点目のコンビニエンスストア、先ほど

言ったように、いろいろな仕組みが変わって

いくことによって対応が違ってくるというも

のであると思います。

ただ、私は、さっき言った３,０００万円

並びに３００万円の年間保守、手数料、これ

は調べて知っていました。聞き取りのときに

も言ったのですけれども、いわゆる費用対効

果でこの問題を考えるのではなくて、私はコ
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ンビニというのは、そもそも利便性を売るビ

ジネスモデルだと思うのです。昔は、あいて

てよかったという形だったのですけれども、

どんどんコンビニエンスストアの、いわゆる

需要が高まってきている。ですから、結局は

インフラだと思うのです。

今はまだ確かに少ないかもしれない。た

だ、先ほど言ったように、自治体のシステム

機構に聞いたら、約３００の――さっき千幾

らというのは市町村が、町、村も入ってです

から。市だけでいくと約７９０、区も入れて

８３０です。そのうち約６００ちょっとが、

もう２０１６年にはスタートするのです。

ひょっとすると、この近隣なんかでもスター

トする市が出てくるかもしれない。まだ県内

ではゼロですけれども。

そうなったときに、やはり利便性を考えた

ときに、若い人たちは、やはり三沢に住む

か、どこどこに住むかといったときに、あっ

ちはコンビニ納税もできるし、あれもできる

し、いろいろなものができるのだよというふ

うになったときに、それはインパクトありま

す。子育ての部分に関しても、若い世代の人

たち、そういう人たちが、やはりこのサービ

スを受けられるか受けられないかという部分

は、私は定住促進だったり都市間競争という

部分の視点から見ても、私はぜひやっていた

だきたいなと。

確かにお金はかかります。ただ、それを費

用対効果ではなくて、インフラという部分で

の視点で見る。

まして、三沢市の場合は、基地交付金、９

条、さまざまな部分で、いろいろな使途で使

えるようになりました。まさにこれは、市民

サービスとして、そういった交付金を活用す

る一つの私は事業であると思うのですけれど

も、いわゆるインフラという形の視点から捉

えた部分での、コンビニにおける行政サービ

スの推進についてお答えをいただきたいと思

います。

最後、東京オリンピック・パラリンピッ

ク、中西部長のほうから明確に立候補、応募

の意思を確認して、大変心強く思っておりま

す。

現在、内容がちょっとわかっていなかった

り、受け入れるに当たって、多少、例えば改

善が必要だということで、持ち出しがあると

いうふうなものも聞いていますし、いろいろ

な形で障害はあるのかもしれません。

しかし、先ほど部長が言われたとおり、冬

季アジア大会も成功した事例があります。こ

こは本当に、絶対三沢市は負けてならない事

業だと思うのです。

青森県、青森市、八戸市、弘前市、十和田

市、西目屋村、この６団体、応募することに

なっていると思いますけれども、県内でも絶

対三沢市は負けてはいけない事業だと思うの

です。

そこで、１点だけ。オール三沢、すばらし

いお言葉を聞きました。いかに市民を巻き込

むか、これからだと思うのですけれども、私

は、市民とともにこの事業を進めていくとい

うのが肝だと思っているのです。オール三

沢、この体制づくり、いま一度、具体的なも

のはないかもしれませんけれども、オール三

沢、口で言うのは簡単ですけれども、市民全

体が一丸となって、ここは絶対譲れない。こ

この部分に関してもう一度、ここの部分でお

答えをいただきたいと思います。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

副市長。

○副市長（米田光一郎君） 男女共同参画社

会の推進についての二つの質問について、共

通のことですので、お答えしたいと思いま

す。

議員さんから、女性進出のいろいろ障害と

なっていること、阻害している事象につい

て、男性の育児休暇とか、家庭を手伝うと

か、そういう問題を数値として捉え、いろい

ろと解決していかなければならないのではな

いかということでしたが、確かにそのとおり

でございます。

市としても、そのような認識のもとに、女

性進出を阻害しているような要因を、男性の
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側から解決するようなことを行ってございま

す。

一例を挙げますと、男女共同参画セミナー

の中で、子育てパパの幸せ講座、これを男性

を対象にして行ってございます。もう一つ

は、男子職員の男女共同参画研修ということ

で、男の介護を考えると、そういう講座も

行っております。

また、育メン、家事男ということも行って

おります。育メンというのは、育児をする男

性、家事男は、家事をする男性。このような

ことを推進する市民活動団体にいろいろな支

援をして、側面から支えてございます。

このように、実際に行っているわけです

が、今後もハーモニープランの中で検証を

行って、女性の側からのアプローチだけでは

なくて、男性のほうからのアプローチも総合

的に考えていきたいと思っておりますので、

よろしくお願いします。

○議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部長。

○政策財政部長（中西敬悦君） 太田議員の

再質問、オリンピックの件について、どのよ

うにオール三沢で実施するかということの再

質問にお答えいたします。

おっしゃるとおり、簡単にオール三沢とい

うのは、言葉では非常に短い簡単なことです

が、いざ実施する場合、どういうことがある

かと思えば、さまざまなバリエーション、も

しくは、問題も山積していると思います。

ただ、幸いなことに当市の場合、市民協働

提案事業とか、いろいろな団体様方の提案事

業をお受けした市民活動が、今は盛んに盛り

上がってきている状況でございます。

例えば、そういった団体の方々の御協力を

きっかけにするとか、当然、これは議会の議

員の皆様方の御協力なくしては成功は不可能

だと思いますが、そのほかにも、三沢市の場

合、いろいろな知識や経験、人脈を有してい

らっしゃる方もいっぱいいらっしゃいます。

そういった方々の御協力、加えまして、経済

団体やさまざまな民間企業、それから体育団

体等、そういったあらゆる団体の方々と連携

して、お声がけして、知恵を絞って、どう

いった形のスタイルが、そういう新たな組

織、会みたいなものをつくったほうがよろし

いのか、そういったものも考えながら全力投

球して、誘致に向けて頑張りたいと思ってお

ります。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 民生部長。

○民生部長（宮古直志君） 太田議員のコン

ビニ交付の再質問につきましてお答えいたし

ます。

コンビニ交付は、市民サービスの効率化に

つながり、行政サイドといたしましても、行

政サービスの高度化の一環として捉えており

ます。

その中で、やはりインフラ整備ということ

を先ほど来お話がございました。これにつき

ましても、市民の方々の利便性の向上につな

がっていくものと考えております。

しかし、まだまだこの制度につきまして

は、導入に当たりまして未確定、それから未

知数な部分もございます。ここら辺を十分検

証してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） ８番太田議員。

○８番（太田博之君） 副市長から先ほど、

男女共同参画社会に向けた、男性視点のほう

の研修とかの話を聞きました。もっとふやし

ていただいて、やっぱりそこが私、肝だと思

いますので、女性の育成研修が１０だとした

ら、男性系は１５くらい。それぐらい、そこ

から変えていかないと、なかなか厳しいのか

なと。

また、育児休暇だ何だといっても、役所の

中でも、とる人はなかなか少ない。これが民

間といったら、もっと、なかなかないわけで

す。それを行政としてどう進めていくかとい

う部分、いろいろ問題等はあると思いますけ

れども、そこは腹を据えて取り組んでいただ

きたいと思います。

そして、１点だけ、東京オリンピックの件

についてお伺いいたします。
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いろいろな、今後、組織づくりだったり、

さまざまな部分、また、前段には各誘致に向

けて成功事例の調査研究といった話もありま

した。どうなのですか。２７年度の当初予算

に、このオリンピック誘致に向けて予算を

しっかり盛り込む、そういうお考えがあるか

ないか、最後にお伺いしたいと思います。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

政策財政部長。

○政策財政部長（中西敬悦君） 非常に答え

づらい。済みません。

査定するのも仕事に入ってございますが、

ただ、オリンピックの誘致ということで、こ

れは先ほどお答え申し上げましたとおり、ぜ

ひ三沢に持ってきたいとは思っております。

ただ、今盛んに、どのような形になるかと

いうこと、どのような運動が必要かというの

を調べている最中ですので、予算化について

は前向きに検討させていただきたいと考えて

ございます。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、８番太

田博之議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

２番髙橋武志議員の登壇を願います。

○２番（髙橋武志君） おはようございま

す。

２番市民クラブ髙橋武志でございます。通

告に従いまして、一般質問をいたします。

１件目の質問は、多機能携帯電話、スマー

トフォン、通称スマホと呼ばれていますが、

このスマホの適正な使用の取り決めについて

質問いたします。

この４月に内閣府が公表いたしました消費

動向調査で、３月末の多機能携帯電話、スマ

ホを保有している世帯普及率は５４.７％と

５割を超えたことが判明いたしました。従来

の携帯電話、通称ガラケーと呼ぶそうです

が、これはＰＨＳも含み、その保有世帯普及

率は７３.７％で、携帯電話全体での世帯普

及率は９３.２％、１世帯平均保有台数は２.

３台の普及との調査結果でありました。

青少年のインターネットの利用に関する調

査の中では、同じく内閣府が昨年１１月に実

施し、スマホの普及は拡大を続けており、小

中高生が所有する携帯電話のうちスマホが占

める割合は、小学生が１３.６％、１年前と

比べ６.０ポイント増加。中学生では４７.４

％、１年前と比べて２２.１ポイント増と、

ほぼ倍増していることがわかりました。

あわせて、インターネット利用時間も長期

化し、１日当たりの平均利用時間は約１０７

分と、１日２時間以上利用している人も約４

割に上るなど、子供の間でスマホの利用が急

速に広がっている状況であります。

同時に、スマホの無料通信アプリ、ライン

でのやりとりをきっかけとした、いじめやト

ラブル、事件発生、さらには、有害サイト閲

覧など、子供たちのインターネットの利用を

めぐってはさまざまな課題がありますが、一

方では、保護者や学校側の認識が実態に追い

つくことができないというのが現状ではない

でしょうか。

そこで、お伺いいたしますが、現在、県教

育委員会レベルでは、小中校生のスマホなど

の利用に関する実態調査を実施しているケー

スもあると認識していますが、本市でも児童

生徒のスマホなどの利用状況を把握しておら

れると思います。実態把握が十分でない場合

には、市独自で利用状況に関する調査を実施

してはいかがでしょうか。御所見をお伺いい

たします。

文部科学省は、平成２１年に、各都道府県

などに対し、携帯電話の学校への持ち込み禁

止などの通達を出し、各学校においても徹底

されていることと思いますが、この通知にも

あるように、学校、地域、家庭が連携し、携

帯電話の利用に関するルールづくりを行うこ

とや、そして、身近な大人が児童生徒を見守

る体制をつくっていくことが非常に重要なこ

とだと思います。

他の自治体では、子供の携帯電話利用のモ

ラルを考えるきっかけとして、標語やポス

ターの募集などを行ったり、保護者や教育関
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係者を対象としたスマホ安全教室を開催し

て、正しい使い方や、トラブルを未然に防ぐ

方法などを教える取り組みを実施している例

もあります。

そこで、お尋ねいたします。

本市においての保護者や教育関係者を対象

に、児童生徒のスマホの安全で適正な利用

と、危険性など、課題の認識などのためのセ

ミナー、教室の開催状況についてお聞かせく

ださい。

インターネットは、今や私たちの生活に欠

かせないコミュニケーション手段になってい

ます。インターネット利用の恩恵は多い反

面、さまざまな課題もあります。スマホの交

流サイトを通じて、性犯罪などの被害に遭っ

た子供の９割が、有害サイトの閲覧を制限す

るフィルタリングに未加入だったとの調査報

告も出ています。

子供たちが犯罪に巻き込まれることを未然

に防止するために、この７月に、総務省や通

信業界団体がネット利用安全対策の強化に乗

り出し、その有識者会議が青少年を保護する

ために、民間主導による最大限の取り組みを

業界に求める提言をまとめました。

国や県に、法律、条例の整備の改正はもち

ろんのことでありますが、市独自での啓発活

動の実施も考えられます。

そこで、お伺いいたします。

本市の児童生徒の持つスマホなどのフィル

タリングの現状と、学校や家庭などに対する

働きかけの状況についての現状をお聞かせい

ただきたい。

平成２５年第３回定例会で、野坂議員の

ネット事件の一般質問の中で、野辺地町の各

小中学校ＰＴＡでの「小・中学生にケータイ

はイリマセンゲン」の取り組みが紹介されま

した。

全国でもさまざまな取り組みがあります

が、その中で愛知県刈谷市では、市内全小学

校で午後９時以降、スマホを保護者が預か

り、子供に使わせない取り組みが紹介されて

います。この取り組みは、生活指導担当教

員、警察などで構成する取り組みが提案し、

ＰＴＡの賛同を得て始めたもので、午後９時

以降はスマホを親が預かる、必要のない携帯

電話は持たせない、フィルタリングサービス

の利用をするという三つを呼びかけていま

す。家庭でのルールづくりに学校側が踏み込

んだ先駆的な取り組みが注目を浴びていま

す。

そこで、お伺いいたします。

同様の取り組みが全国に広がりつつある

中、本市においても、児童生徒の夜間のスマ

ホ使用制限などに向けた取り組みを行っては

いかがでしょうか。その必要性も含め、御所

見をお伺いいたします。

子供のスマホの適正な使用の取り組みにつ

いて質問いたしました。４点の質問事項に御

答弁、御所見、よろしくお願いいたします。

次の質問、２件目、日常生活活動機能障

害、いわゆる認知症の早期発見対策について

質問いたします。

厚生労働省は、家庭や社会での日常生活が

困難で、１人で生活できない認知症になった

高齢者らが、できる限り住みなれた地域のよ

い環境の中で暮らし続けることができる社会

を目指し、平成２５年度から平成２９年度ま

での認知症施策推進５か年計画（オレンジプ

ラン）を策定し、推進しています。その中の

目玉の一つが、認知症初期集中支援チームの

設置であります。

このチームは、高齢者が物忘れや日常生活

の行動に変化が疑われる症状にある場合に、

その家庭などからの情報をもとに、保健師や

介護福祉士、専門医らが自宅を訪問し、医療

機関への受診や介護が必要か、また、家庭の

負担がどうかなど、いろいろな判断をし、必

要に応じて、確実な治療の実施や適切な介護

サービスの提供につなげていくという仕組み

のものであります。

この事業は、厚生労働省のモデル事業とし

て、昨年度は、京都府宇治市や熊本県荒尾市

など、全国１４カ所の市町村で取り組まれて

います。今年度はさらに拡大し、全国１００
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カ所の設置を目指すことにしていますが、こ

れまで、家庭や社会での日常生活が困難で、

１人で生活できない高齢者などの相談は、地

域包括センターなどで行っているところです

が、現実には、症状が進みながら医師や介護

サービスにつなげていない患者や、また、認

知症への対応がわからず、困っている家庭ら

が潜在的に多いと思われます。

そこで、お尋ねいたします。

本市において、日常生活活動機能障害の中

に認知症の患者はどのくらいおられるので

しょうか。相談件数や家庭などの介護者負担

の状況も含め、現状をお聞かせください。

平成２７年度から始まる第６期介護保険事

業計画の準備年度のことし６月１８日、地域

医療・介護総合確保推進法が成立いたしまし

た。この法律の施行は、医療法関係は今年の

１０月から、介護保険関係は平成２７年４月

から順次施行予定であります。

このことで、軽度の要支援者向けの介護予

防サービスが、これまでの全国一律から市町

村事業へと移行になります。これからは、自

治体の首長が、軽度者への支援事業を重視す

るかどうかに加え、財政力、職員の施策力な

ど、自治体にその裁量を持たせ、介護予防

サービスも市町村が決める形になります。当

然市町村のサービス格差が出るものでありま

す。

軽度の要支援者の予防、介護の拠点である

地域包括支援センターは、市が運営するもの

で、財政事情の影響を受けやすく、軽度の要

支援者が、予防が重要と言われながらも、

サービスの低下やケアの質が低下し、高齢者

の状態を逆に悪化させかねないものでありま

す。

そのことから、特に認知症は、早期に気づ

いて、適切な治療やリハビリなどを受けるこ

とで、その後の進行をおくらせ、症状改善を

図ることが現代医学でわかってきています。

認知症の患者は、症状が悪化してしまうと、

家庭との関係悪化や家庭の負担の増大、病院

などの長期入院などが避けられなくなってき

ています。早期発見、早期治療を行えば、症

状の悪化を防ぎ、本人の意思を尊重しながら

支援策を講じ、在宅生活を続けられる可能性

もあります。

そこで、お尋ねいたします。

高齢者が物忘れや日常生活の行動に変化が

疑われる、これらの相談体制の充実に加え、

認知症が疑われる人の自宅などへ保健師や介

護士、専門医師らが積極的に訪問していく仕

組みの構築が必要ではないでしょうか。この

厚労省の認知症初期集中支援チームの設置も

含め、今後のお考えをお聞かせください。

認知症の早期発見に関しては、各自治体で

もさまざまな取り組みが行われております。

従来の相談業務にとどまらず、希望者に対し

て、無料で認知症の簡易判定のための問診や

記憶力テストなどを実施し、かかりつけ医師

や専門医につなげていく事業を実施していま

す。認知症の初期症状を自己診断できる

チェックシートを作成し、窓口や地域イベン

トなどでも配布しています。

このように、地域で暮らす高齢者に、手軽

に、かつ少しでも早くアプローチを行ってい

くことは非常に重要であり、これは地域の住

民が正しく認知症を理解することや、症状の

軽い人が活動できる場、日常生活を送れる場

を地域の中につくっていくことにつながって

いくことになるのではないでしょうか。

そこで、お伺いいたします。

本市において、認知症の診断が手軽にでき

るチェックシートの作成配布や、機会を捉え

ての問診、簡易判定など、工夫を凝らした受

け身でない取り組みを行っているのでしょう

か、現状をお聞かせください。

また、この厚生労働省オレンジプランに

は、早期診断によって発見された初期段階の

認知症の患者に対する支援の取り組みとして

は、患者やその家族、あるいは介護の専門家

らが集い、交流したり情報交換を行う場とし

て、認知症カフェがあります。

認知症カフェは、公民館や介護施設などに

設置、開催されるケースが多いと考えられま



― 22 ―

すが、最近では商店街の空き店舗やモデルハ

ウスを利用しているような例も出てきており

ます。

今後、認知症の増加が予定される中にあっ

て、認知症の高齢者が暮らしの悩みを抱え

ず、地域の中で交流でき、安らぎを得る場と

して、認知症カフェは貴重な存在であり、そ

の役割は今後ますます重要になってくるもの

でしょう。

そこで、お尋ねいたします。

市としても認知症カフェの設置、その基礎

強化のために、活動のための支援や運営に対

する補助などを行ってはどうかと考えます

が、御所見をお伺いいたします。

以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの２番

髙橋武志議員野質問に対する当局の答弁を求

めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの高橋議員

御質問の認知症の早期発見対策については私

から、子供のスマホの適正な使用については

教育長からお答えをさせますので、御了承願

いたいと思います。

まず、御質問の第１点目、認知症高齢者数

と相談件数、さらに、家族などの介護負担対

策についてお答えをいたします。

認知症高齢者数ですが、介護保険制度の要

介護認定では、認知症の程度を踏まえた、い

わゆる日常生活自立度の程度をあらわす指標

が用いられておりまして、その日常生活自立

度２以上を認知症高齢者としております。

要介護認定データをもとに算出したとこ

ろ、平成２６年７月１日現在で１,１８９人

であり、要介護認定者の約６３％を占めてお

ります。認知症に関する相談件数は、平成２

５年度実績で２５１件となっております。

家族などの要介護負担対策につきまして

は、日ごろ、ケアマネジャー等の家庭訪問等

で適正なケアプランと介護保険サービスを提

供しているところであり、少しでも介護者の

精神的負担が軽減されるよう、家族介護者教

室や講演会なども開催をいたしております。

次に、御質問の第２点目、認知症初期集中

支援チームの設置も含めた、今後の認知症対

策の考え方についてお答えをいたします。

高齢者の増加に伴いまして、認知症の方が

さらに増加することが見込まれることから、

認知症対策は地域包括ケアシステムを構築す

る上で重要な位置づけであると認識をいたし

ております。

御指摘の国のモデル事業、認知症初期集中

支援チームは、現時点で制度化はされており

ませんが、認知症の早期診断、早期発見に有

効であると考え、平成２７年度から第６期介

護保険事業計画に反映させて、検討してまい

りたいと思っております。

次に、御質問の第３点目、初期症状を早期

発見につなげる取り組みや啓発活動について

お答えいたします。

当市では、初期症状を発見する方法とし

て、６５歳以上の高齢者を対象に、心身の生

活機能に関する基本チェックリストを地域ご

とに郵送しているほか、一般の方々も市の

ホームページで閲覧できるようになっており

ます。

そして、回答していただいたチェックリス

トは、認知症の傾向があるかどうかを判定

し、その判定結果を全員に返送しておりま

す。さらに、認知症の傾向がある方には、市

で実施している介護予防教室への参加を勧め

るという取り組みを行っております。

また、認知症に対する正しい理解を深める

ことを目的とした認知症サポーター養成講座

の開催や、あるいは介護予防普及啓発事業と

して、今年度も３８地区で介護予防教室など

を実施しております。

次に、御質問の第４点目、認知症カフェの

設置や支援補助についてお答えをいたしま

す。

認知症の方や家族、あるいは支援する人た

ちが参加して集う認知症カフェについては、

支援者やスタッフなどの人材確保、あるいは



― 23 ―

人材育成、あるいは資金などの問題もござい

ます。制度としてもまだ確立をしていないも

のでありまして、課題も多いことから、設置

等については、現時点では困難であります

が、効果も期待できますことから、調査研究

してまいりたい、このように考えておりま

す。

私からは、以上であります。

○議長（小比類巻雅彦君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 教育問題、子供の

スマートフォンなどの適正な使用についてお

答えいたします。

最初に、児童生徒のスマートフォンなどの

利用状況については、昨年７月、携帯電話、

スマートフォンに関するアンケート調査を、

市内小学４年生以上の児童生徒を対象に実施

いたしました。

アンケート結果を見ますと、自分の携帯電

話、スマートフォンを持っている割合は、小

学生で２５％、中学生で２９％になっていま

す。自宅のパソコンや家族のスマートフォン

等を使用している児童生徒を含めますと、日

常的に利用している児童生徒の割合はかなり

高くなると思われます。

また、自分の携帯電話、スマートフォンま

たは家族のものを使っている児童生徒で、通

話機能のほかにゲーム、インターネット、

メールをよく利用している、あるいはたまに

利用している割合は、小学生で７０％、中学

生で６２％でした。１日の使用時間は、小学

生は２時間以上が３％、３０分未満が６６

％。中学生で２時間以上が２６％、３０分未

満が３２％でした。

次に、スマートフォンなどに対する安全で

適正な利用及び危険性などの周知のためのセ

ミナー等の開催については、本年８月、小中

学校、高等学校、連合町内会など、関係機関

が組織しております豊かな心を育てる生徒指

導研究推進協議会において、ネットトラブル

の未然防止をテーマに、青森県合同サポート

チームから講師を招き、研修会を実施してお

ります。

また、年間５回実施しています生徒指導推

進委員会におきましては、市内全小中学校の

生徒指導担当者と三沢警察署の担当者で定期

的な情報交換や研修を行い、スマートフォン

などに起因するトラブルの未然防止を学校に

周知しております。

さらに、当教育委員会刊行の生徒指導危機

管理マニュアルに、携帯電話等の取り扱いに

ついての項目を付加し、年度当初に校長会で

指導の徹底をお願いするとともに、学校訪問

においても注意喚起を促しております。

各小中学校においては、各校の実態を踏ま

え、参観日等を活用し、三沢警察署などから

外部講師を招き、保護者と児童生徒を対象と

した講演会を実施するなどの取り組みを行っ

ております。

次に、スマートフォンなどのフィルタリン

グの現状及び市独自での学校や家庭などに対

する啓発活動等の働きかけについては、昨年

７月に実施した、小学４年生以上を対象とし

たアンケート結果を見ますと、自分の携帯電

話、スマートフォンを持っている小学生で、

フィルタリングをしているのは４１％、して

いないは１０％で、４９％の児童はフィルタ

リングをしているかどうか自分ではわかって

いませんでした。

中学生においては、フィルタリングしてい

るのは４６％、していないは９％で、４５％

の生徒はフィルタリングをしているかどうか

自分ではわかっていませんでした。

当教育委員会では、今年度の学校教育指導

の重点において、児童生徒が安全を守る情報

モラル教育の推進を掲げ、学校訪問等で指導

の周知徹底を図っております。

また、各小中学校においては、道徳の時間

をはじめ、各教科等の指導を通して、児童生

徒への情報モラル意識の育成に取り組んでお

ります。

さらに、今年度は、豊かな心を育てる生徒

指導研究推進協議会において、ネットトラブ

ルの未然防止をテーマに、具体的な活動を展

開しております。
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その一つは、市内全小中学校によるネット

トラブル未然防止標語づくりです。事前指導

として、スマートフォンの危険性、フィルタ

リングの重要性等について、道徳の時間や学

級活動を活用し、児童生徒がみずから考える

時間を設定することによって、問題意識を持

たせた上で、標語づくりに取り組んでおりま

す。

作品は、校内に掲示するだけでなく、学校

便り等で保護者、地域の皆様にも発信してい

くことにしており、代表作品は広報みさわに

掲載し、広く市民の皆様にも普及啓発してま

いります。

最後に、本市としてスマートフォンなどの

使用に関するルールを示すなどの取り組みを

行う必要性や考えについては、近年、スマー

トフォンなどの通信機器は急速に普及・拡大

し、児童生徒にとってもコミュニケーション

ツールの一つとして身近な存在になりつつあ

ると認識しております。しかし、その便利さ

の裏で、使い方によっては健康被害、依存

症、サイトを通じての犯罪被害、誹謗中傷の

書き込みなど、ネットトラブルの増加は懸念

されるところであります。

当教育委員会では、このような情報化社会

の状況を鑑み、児童生徒に対し、情報活用能

力の育成を図る観点から、トラブル回避指導

と情報モラル教育を重点に指導しておりま

す。

今年度は、スマートフォンの適正な使用や

家庭でのルールづくりを推進することを狙い

とし、豊かな心を育てる生徒指導研究推進協

議会において、三沢『スマほっと！運動』と

題し、ポスターを制作することにいたしまし

た。

児童生徒には、「スマほっと」の頭文字を

用い、「ストップ！ケータイ依存」「守ろ

う！ルール」「ほっとかない！マナー違反」

「使いません！危ないサイト」「止めよう！

やめよう！ネットで悪口」の五つの合い言葉

を掲げるとともに、保護者の皆様には、フィ

ルタリングなどの安全対策、家庭でのルール

づくり、定期的な利用状況の確認などをお願

いする内容になっております。

なお、このポスターは、市内各所に掲示

し、児童生徒及び地域の皆様の意識の涵養と

啓発を図ってまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） ２番髙橋議員。

○２番（髙橋武志君） 市長をはじめ執行部

の皆さん、大変御答弁ありがとうございまし

た。

その中で、スマホのほうで一つ確認という

のでしょうか、将来ある子供さんのために安

全な形をとっていただくという形で、児童の

安全を守るために、これは必要な講習とか、

そういうものだと思います。

ただ、その中には、スマホを持っていろい

ろな生活に悪い症状というのですか、行為異

常のものが出てきていると。寝不足になって

いるとか、携帯を持っていないと落ちつかな

いとか、メールが来るのを待っているとか、

そういう生活異常の部分が出ております。

そしてまた、県のほうでも９月１日には、

スマホのいじめの傾向がふえているというよ

うな、協議会も立ち上げております。三沢市

において、そういういじめの状況というので

しょうか、親からの相談というものが今まで

ないのかあるのか、その辺をひとつお伺いし

たいなと思っております。

そして、２点目ですけれども、来年度から

介護予防のほうが市のほうに移譲されるとい

うようなことで、第６期のほうに織り込ん

で、しっかりとした対策をやっていくという

ような市長の答弁でございました。

いずれも、市長がやる気があるのかないの

か、その判断で介護予防というのが変わるよ

うに来年度からのシステムになるわけです。

国の制度からある程度離れるわけですから、

財政が悪くなれば手を抜くというようなこと

もあるわけですから、その辺の今後の考え方

というのですか、その辺の方向性を答弁いた

だければと思っております。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。
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健康福祉部長。

○健康福祉部長（小泉富男君） 新制度に向

けての新しい取り組みについて、財政的な面

を考慮して対応していくのかどうかというこ

とでございますが、新制度移行後は、要支援

１、２の認定者、現在、利用可能な訪問介護

と通所介護が介護保険から切り離されるとい

うことになります。

したがいまして、サービスの低下につなが

らないように、市が行う地域支援事業に組み

込みまして、継続してサービスが受けられる

ように実施してまいりたいと考えておりま

す。当然、財政的にも、そういった措置を

とって対応してまいりたいと。

また、地域支援事業では、今まで介護保険

で受けられなかった掃除や洗濯、これについ

ても新たなサービスとして提供できるよう

に、現在、検討しております。

新制度移行後も、市民の皆さんに不安を与

えないように、認知症対策も含めまして、

サービスの内容の充実を図ってまいりたい

と、このように考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 髙橋議員再質問の

スマートフォンなどに関係する、いじめ等に

つながるような生徒指導上の情報が入ってい

るかについてお答えいたします。

このことについては、昨年度、スマート

フォンにかかわるトラブルは、中学校で４件

ありました。４件とも事情を詳しく確認した

上で、保護者とも情報を共有し、かかわった

生徒が反省する場を設けるなど、事態は解消

されています。

本年度は、現在のところ報告はございませ

ん。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、２番髙

橋武志議員の質問を終わります。

この際、午後１時まで休憩します。

午前１１時２９分 休憩

────────────────

午後 １時００分 再開

○議長（小比類巻雅彦君） 休憩前に引き続

き、会議を開きます。

ここで、議長を交代します。

○副議長（野坂篤司君） 議長を交代いたし

ました。

それでは、一般質問を次に移ります。

４番奥本菜保巳議員の登壇を願います。

○４番（奥本菜保巳君） 日本共産党奥本菜

保巳でございます。

それでは、介護保険制度、子ども・子育て

支援新制度、福祉灯油、斗南藩記念観光村の

４項目について一般質問いたします。

まず、第１の質問、介護保険制度について

伺います。

ことし６月１８日に、地域における医療及

び介護の総合的な確保を推進するための関係

法律の整備等に関する法律、いわゆる医療・

介護総合確保推進法が成立いたしました。

この法律は、社会保障・税一体改革の道筋

を示したプログラム法に基づき、医療法や介

護保険法など１９本の改正案をまとめた一括

法ということです。

市民の皆さんは、制度がどのように変わる

のか、まだ御存じない方が多いのではないで

しょうか。介護保険法の改正の中身を見ます

と、介護保険料については、低所得者の保険

料の軽減割合を大きくする。例えば、年金収

入８０万円以下、５割軽減から７割軽減に拡

大するなど、市民税非課税世帯を対象に拡充

するとしています。

また、所得の段階を、これまでの６段階か

ら９段階とし、高所得者の保険料は上げるこ

ととしています。ここまでは、多少改善され

たとは思います。

しかし、これ以外の改正は、給付の抑制、

サービスの質の低下、介護難民をさらに生み

出す制度改悪と言わざるを得ません。

まず、介護サービスの利用料の負担割合

は、これまで所得制限はなく、一律１割の負

担でしたが、来年８月から、一定以上の所得

がある方については、利用者負担を２割に引
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き上げるとしています。基準となる所得は、

世帯単位ではなく個人ごとに判断され、一定

以上の所得の線引きについては、厚生労働省

は合計所得金額１６０万円以上となり、年金

収入のみ場合は２８０万円以上とすることを

予定しています。しかし、なぜこの年金収入

２８０万円以上とするのか、その基準を示す

根拠が明確ではありません。

次に、特別養護老人ホームへの入所の要件

を要介護３以上に限定するとしています。特

養ホームの待機者数は全国で５２万人、うち

１７万８,０００人は要介護１、２の方々で

す。今でも入所希望しても後回しにされてい

ますが、これからは希望を出すこともできな

くなります。本来であれば、施設をふやして

待機者に対応しなければならないところが、

ここでも抑制されることになります。

次に、要支援者向けの訪問介護、通所サー

ビスですが、来年４月以降、経過措置が設け

られるものの、２０１７年４月から本格的に

開始となり、自治体主導の地域支援事業と総

合事業に移行することになっています。

新しく要支援１、２になる方を、これまで

の介護保険給付から外し、自治体が主導する

総合事業に移します。新案では、専門的サー

ビスを使えるが、市町村などでのケアマネジ

メントで必要と認められる場合に限定される

とあります。

そのほかに、多様なサービスとして緩和し

た基準に基づき、主に雇用労働者が提供する

サービス、ボランティアが提供するサービス

などに移して、安上がりのサービスに流し込

んでいく方針です。

要支援者向けサービス費用には厳しい上限

を設定し、次年度の費用削減見込みを明確に

するなどの条件を満たさなければ、上限を超

すことは認めないとしています。

総合事業のサービスは、簡単な質疑応答に

よるチェックリストだけで利用可能とし、自

治体などの窓口において要介護認定を受けさ

せるか、認定を省いて総合事業サービスにつ

なげるかの振り分けを実施し、要介護認定か

ら閉め出す水際作戦を制度化するものとなっ

ています。高い保険料を負担しながらも、必

要な質の高いサービスが十分受けられなくな

る制度になっています。

さて、自治体主導の総合事業ですが、自治

体の裁量で独自に多様なニーズに応えるサー

ビスを提供できるようになると言えば聞こえ

がいいのですが、実は利用者がふえればふえ

るほど、６５歳以上の１号被保険者や県や市

町村の負担がどんどんふえていく仕組みに

なっており、財源のない自治体では、やりた

くてもやれないのが現実的な問題として出て

きます。

次に、受け皿が本当に確保できるのかとい

う問題があります。

訪問と通所サービスは、自治体ごとに内容

や利用料を決め、介護保険の事業者だけでな

く、ボランティアやＮＰＯ法人などにも委託

できるようにするとしています。しかし、ボ

ランティア団体が、受け皿として、しっかり

と将来にわたって安定して人材を確保し、責

任ある運営ができるのか、ＮＰＯ法人など委

託事業者が請け負って、果たして優秀な人材

を確保し、経営を成り立たせることができる

のかという点で、非常に疑問を持っていま

す。

どんなにいい制度ができても、そこで働く

人がいなければ、その事業は成り立たないか

らです。今でさえ介護従事者の人材不足は深

刻です。そのため、専門的な知識がなくても

従事できるとして、要件を緩和するとしてい

ますが、軽度の認知症介護など、素人が対応

できるほど甘いものではないと思います。

現在、三沢市における要支援１、２の方

は、合わせて３２６名ということです。この

方々は、これまでと変わらないサービスを受

けられるとなっていますが、これから新たに

要支援１、２の方々は、同じサービスを受け

ることができないことになります。不公平で

はないでしょうか。

そこで、介護認定は定期的に行うことに

なっているため、次回の認定時に要支援１、
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２の方が総合事業に回されて、公平性を保つ

ようにされるのではないのかと懸念しており

ます。

このように制度と実態とがかけ離れたもの

になってしまいます。このような問題を抱え

ながら、自治体の裁量で運営する総合事業を

どのように進めていくのでしょうか。

そのためには、このような課題を克服し、

自治体の責任で利用者の方々によりよいサー

ビスを提供するための総合事業の策定が急が

れます。

そこで、伺います。２０１７年４月までに

運営開始を目指すとされる総合事業に対し、

当市としてどのように事業計画を立て、進め

ていくのか、来年４月からはどの項目が実施

されるのでしょうか、お答えいただきたいと

思います。

次に、第２の質問、子ども・子育て支援新

制度について伺います。

この新制度も介護保険制度同様、新制度へ

の移行については、経過措置はあるものの、

来年４月から本格的に実施されることになっ

ています。この制度は、これまでの保育所、

幼稚園の制度を大きく変えるものとなってお

ります。

消費税を１０％に増税することで財源を確

保して進められることになっていますが、財

源も当初の予定どおり確保できないなど、先

行きを不安視する声もあります。

また、大変複雑な仕組みになっているた

め、新制度についての解説書を読んでも、私

のような素人にはなかなか理解できないもの

でした。その解説書から、今回の新制度がど

のように変わるのかを見てみました。

まず、これまでは、就学前の子供さんを預

かる施設といえば、保育所と幼稚園が主なも

のでしたが、新制度では、これらに加えて認

定こども園、また、新たに地域型保育を創設

するなど、多様な施設事業が整備されようと

しています。

認定こども園には、幼保連携型、幼稚園

型、保育所型、地方裁量型の４タイプで、ゼ

ロ歳から５歳までが対象となり、事業者が運

営形態を選択できることになります。しか

し、現行のまま、認定こども園に移行しない

ことも選択できます。

地域型保育事業では、家庭的保育、小規模

保育、居宅訪問型、事業所内保育がありま

す。これらは、新制度で新たに自治体の認可

事業となるもので、主に待機児童の多いゼロ

歳から２歳児を対象とする事業です。

これらの地域型保育は、設備投資が少な

く、容易に事業が開始できることから、待機

児童対策に期待されていますが、国が示して

いる認可基準等は、現在の認可保育所の基準

を大きく下回っているということで、安心安

全な保育の確保ができるのか懸念されていま

す。

次に、手続ですが、子供さんを預けたい保

護者は自治体等の窓口に出向きます。そし

て、３歳以上で保育の必要性なしの１号認

定、３歳以上で保育の必要性ありの２号認

定、３歳未満で保育の必要性ありの３号認定

などの区分に分けられ、保護者の働いている

状況に合わせて、保育必要量の認定を受ける

ことになります。

１号認定の場合、教育標準時間４時間程度

が認定されます。もっと預けたい場合は延長

保育を利用することになります。

このように、なかなか複雑で、混乱が予想

される、問題のある新制度のように思います

が、そうした中身については、どのように保

護者や関係者に対して説明していくのでしょ

うか。

今回の新制度の実施に当たっては、新制度

の概要と課題を明らかにしながら、これまで

の公的援助を後退させず、さらに充実させて

いくことが重要となります。全ての子供の権

利と豊かな成長、発達を保障するために、国

と自治体の明確な公的責任のもとで、保育や

子育て支援が確保される仕組みが必要であ

り、そのための新制度にしていかなければな

らないと思います。

そこで、次の点について具体的に伺いま
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す。

まず１点目、４月から認定こども園に移行

する施設はどのぐらいあるのか。

２点目、ニーズ調査、事業計画はどのよう

に進めるのか。

３点目、スケジュールを見ると、この１０

月から認定の申請受け付けが開始されるとあ

りますが、保護者の不安が大きい認定や利用

調整など、保育の手続等についての制度説明

はどのようにするのか。

４点目、これまでの当市における一時預か

り事業などのような各種補助事業や保育料の

軽減策はどのようにするのか。

５点目、延長保育についての保護者負担は

どうなるのか。

以上についてお答えいただきたいと思いま

す。

次に、第３の質問、福祉灯油について伺い

ます。

昨年から続いている円安と国際情勢の影響

から、原油価格が高どまりしています。それ

に加えて、物価高騰と消費税８％の負担が重

くのしかかり、家計を直撃しています。

年金は下がり、働く人の実質賃金も１年連

続で下がり続けています。地方は相変わらず

景気も改善されず、苦しい状況から、いまだ

快方に向かっておりません。

また、異常気象が頻繁に起こり、気象災害

も深刻です。ことしも大雪が懸念されるとこ

ろですが、この分では、この冬も寒さが厳し

いものと予測されます。

今回、まだ暑さの残る９月に、なぜ福祉灯

油の計画について質問したかといいますと、

やはり災害時と同じように、すぐに対応でき

る体制づくりのための準備が必要と感じたか

らです。どのみち支給するのであれば、最も

寒い時期に迅速に手当てすることが本当の意

味での支援になると思うのです。

昨年１２月に灯油の助成についての質問を

した際に、再質問の答弁では、低所得者で

困っているのであれば生活保護を受けてくだ

さいと言われましたが、生活保護を受ける

ハードルが高く、現金がなくても、田畑を

持っている方は田畑を売って、そのお金を使

い切ってからでないと受けられない。しか

し、この御時世、なかなか売れないため、申

請ができないとか、また、生活保護と同程度

の収入があるので、ぎりぎり対象にならない

ケース。７０歳を過ぎても、年金だけでは生

活できず、アルバイトをして、保護を受けな

いで頑張っている方もいらっしゃいます。こ

のような方々に対する支援は必要なのです。

そこで、平成１９年に三沢市が支給した対

象枠を、他の自治体同様、高齢者や障害者世

帯にも支給するようにしたらどうでしょう

か。

また、支給する際に、灯油チケットを配付

し、地元の灯油販売店で利用できるように

し、地元の経済に反映できるようにしてはど

うでしょうか。生活支援と地元経済活性化に

つながります。

以上の観点から、しっかりと市民の生活実

態をつかみ、迅速な対応ができる体制づくり

が必要であると思います。当市の見解を伺い

ます。

次に、第４の質問、斗南藩記念観光村につ

いて伺います。

斗南藩記念観光村整備事業は、昭和６３年

に基本設計１,１００万円からスタートし、

先人記念館、道の駅みさわ、くれ馬ぱーく、

農園、４６０台分の駐車場など、次々に増設

され、現在、三沢市を代表する一大観光拠点

施設として運営されています。

総事業費は約３６億円にも及びます。工事

費の財源は、電源立地促進対策交付金、電源

地域振興特別事業費補助金、県からの補助

金、三沢市単独の一般財源、地方債から成っ

ています。三沢市の一般財源からは約８億円

支出されています。

指定管理者制度が導入されてからは、当該

施設の維持管理費に年間約６,０００万円か

かっています。たった人口４万人程度の小さ

なまちに、莫大な整備費と維持管理費を費や

して運営しております。
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私は、２０１０年の３月議会でも、当該施

設の運営方法や誘客確保に向けた施策、維持

管理費を抑えるための施策について伺いまし

た。

当局の答弁は、誘客促進については、各種

イベントの開催、レストランのメニューの新

規開発、先人記念館の企画展示開催、やる

べー会が取り組む観光農園事業など、さらに

努力していきたいとのことでした。

また、維持管理費削減策としては、民間事

業者の経営手腕を生かした指定管理者制度を

導入し、平成２１年度から５カ年間の契約と

しているとのことでした。

そこで、当該施設の運営状況と将来の展望

について、次の４項目について伺います。

１点目、過去５年間におけるイベント開催

数と利用者数の推移について。

２点目、イベント時を除く利用者数の推移

について。

３点目、運営に当たり、指定管理者が将来

的に収支の赤字が続く場合、当市としてどの

ように対応していくのか。

４点目、将来を見据え、道の駅と先人記念

館の移設を考えてはどうでしょうか。

道の駅に関しては、地理的な優位性の調

査、魅力ある商品開発、人材育成にまずは取

り組むべきです。

また、国土交通省が、来年度に向け、全国

にある道の駅のうち地域活性化の核となる施

設を選んで、免税店などの整備を支援するた

めの予算を概算要求に盛り込むとの動きもあ

り、このようなことも視野に入れて方策を

練ってはどうでしょうか。

先人記念館については、三沢駅近くの歴史

民俗資料館に併設し、観光客や学生などが気

軽に来館できるようにしてはどうでしょう

か。

そして、その跡地利用には、津波避難場所

の機能強化と北浜地域の活性化に向けた産業

育成の拠点となるよう、人材育成、６次産業

化の促進、障害者の方々の雇用の創設など、

新たな地域再生を目指してはどうでしょう

か。当市の見解を伺います。

以上で、檀上からの一般質問を終わりま

す。夢のある御答弁をよろしくお願いいたし

ます。

○副議長（野坂篤司君） ただいまの４番奥

本菜保巳議員の質問に対する当局の答弁を求

めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの奥本議員

御質問の介護保険制度については私から、そ

のほかにつきましては担当部長にお答えをさ

せますので、御了承願いたいと思います。

介護保険制度の御質問でありますが、医

療・介護総合確保推進法の成立に伴う介護保

険法の改正内容と改正時期、新総合事業の進

め方等についてお答えをいたします。

まず、主な改正内容でありますが、平成２

７年４月から開始されますものとして、特別

養護老人ホームの新規入所者が原則要介護３

以上の方が対象になることや、第１号被保険

者に対する低所得高齢者の保険料の軽減、

サービスつき高齢者向け住宅の住所地特例が

適用されることになります。

次に、平成２７年８月に開始されるものと

しては、本人の合計所得金額が１６０万円以

上の高齢者については、自己負担が１割から

２割に引き上げられます。

また、預貯金が１,０００万円を超える高

齢者などについては、施設入所者向けの食

費・居住費の補助が廃止され、補足給付に資

産要件が導入されることになります。

次に、新総合事業でありますが、新総合事

業への移行期間は、平成２７年４月から２年

間の経過措置が設けられております。

当市といたしましては、新総合事業の新た

な事業として、これまでのサービスになかっ

た掃除や洗濯などの生活支援サービスも利用

可能とし、既存のサービスを継続しつつ、

ニーズ調査での動向や、他自治体で取り組ん

でいる好事例を参考にしながら、事業者の受

け皿の整備、あるいはサービス内容に応じた

単価設定及び条例の整備などの移行準備期間
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を経て、平成２９年４月に新総合事業を開始

いたしたいと考えております。

また、要支援認定者等の対応につきまして

は、平成２９年３月までに要支援１、２と認

定された方は、平成２９年４月以降の更新時

期までは今までどおりの訪問介護、通所介護

のサービスが継続して受けられます。更新後

は新総合事業に移行され、新規認定者と同様

に、新総合事業でのサービスを受けることが

可能になります。

また、平成２９年４月以降の新規認定者

は、自動的に新総合事業に移行されることに

なります。

新総合事業のサービス内容が決まり次第、

市民の皆様に周知してまいりたい、このよう

に考えております。

私からは、以上であります。

○副議長（野坂篤司君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（小泉富男君） 子ども・子

育て支援新制度の運用開始に当たっての当市

の現状と今後の対応方針についての御質問に

お答えいたします。

子ども・子育て関連三法が成立し、子ど

も・子育てに対する新たな新制度が平成２７

年４月から施行されることとなっておりま

す。

この新たな制度は、認定こども園、幼稚

園、保育所を通じた共通の給付や、小規模保

育所などへの給付の創設、地域の実情に応じ

た子ども・子育て支援など、質と量の両面に

わたる充実を図っていくことが目的でござい

ます。

これを受けて、当市におきましても新制度

の順調なスタートに向けて、現在さまざまな

準備を進めているところでございます。

御質問の第１点目、認定こども園に移行す

る施設数についてお答えいたします。

ことし７月に県が実施した意向調査により

ますと、市内の保育所１７カ所、幼稚園３カ

所、認定こども園１カ所のうち、移行予定は

１カ所、移行に向けて検討中が３カ所、認定

こども園として継続実施するが１カ所、残り

の１６カ所については移行しないという調査

結果になっております。

御質問の第２点目、ニーズ調査及び事業計

画の進め方についてお答えいたします。

ニーズ調査につきましては、昨年度実施

し、既に集計、分析を終えております。現在

は、この分析結果を踏まえて、保育の必要量

と実施事業の内容及びその拡張方策につい

て、三沢市子ども・子育て会議の御意見を伺

いながら検討を重ねている状況でございま

す。

最終的には、県との協議調整を経て、３月

までに三沢市子ども・子育て支援事業計画を

策定することとしております。

御質問の第３点目、保護者への制度説明に

ついてお答えいたします。

現在、市のホームページに、子ども・子育

て支援新制度のコーナーを設けて、制度の紹

介及び子ども・子育て会議の開催状況を掲載

しておりますが、今後、移設事業の申し込み

などに係る準備が整い次第、利用者相談窓口

を設置し、個別の相談に応じたいと考えてお

ります。

また、既に保育所などを利用されている

方々に対しては、現在御利用の施設で相談支

援が受けられるような体制を整えていきたい

と考えております。

御質問の第４点目、各種補助事業や保育料

の軽減策についてお答えいたします。

一時預かり、病児病後児保育などの特別保

育事業に関する国、県の補助制度は、継続す

るということで県から回答をいただいており

ます。

また、保育料につきましては、新制度では

保育の必要性の有無などにより料金設定の仕

方が変わりますが、従来の保育料と同様に、

利用者の所得により応分負担いただくことを

原則に、市が設定することとされておりま

す。

したがいまして、新制度移行後の保育料に

つきましては、現状の金額と大幅に変わるこ

とのないよう設定したいと考えております。
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また、これまでの多子及び母子家庭などへ

の軽減措置についても、継続して実施するこ

ととなっております。

最後に、御質問の第５点目、延長保育の保

護者負担についてお答えいたします。

現在、延長保育を実施しております施設は

１３カ所でございますが、保護者負担につき

ましては、施設ごとの裁量により決定してお

りますことから、新制度移行後におきまして

も、各施設の判断に委ねることになるものと

考えております。

子ども・子育て支援新制度については、以

上でございます。

続きまして、福祉灯油についてお答えいた

します。

福祉灯油につきましては、平成１９年度

に、灯油価格の急激な高騰により、国の施策

として、国、県からの補助により、単年度限

りの臨時的な形で全国的に給付事業が実施さ

れております。

当市におきましても、子育て支援に特化し

た形で、ひとり親世帯を対象に実施いたしま

した。このときは、国、県からの補助が事前

に確定しており、国からは事業費の２分の

１、県からは人口規模に応じた基準により７

０万円の、それぞれの補助を受けておりま

す。

平成２５年第４回定例会で、福祉灯油の御

質問が奥本議員からございました。このとき

の再々質問では、国、県などからの特別な補

助があったため、１９年度は実施しており、

補助がない場合は実施しない旨の回答をして

おります。

基本的に、現在もこの方針に変わりありま

せんので、当市といたしましては、単独費の

みでの福祉灯油を実施する考えはございませ

んが、実施することを前提に考えた場合の対

象者の範囲を広げることについてでございま

すが、１９年度に実施しましたときは、県内

の多くの自治体が高齢者と障害者、ひとり親

の非課税世帯を対象にしております。

しかし、三沢市では、高齢者については、

７０歳以上の高齢者全員に対して長寿祝い金

を１万円、障害者については、歳末在宅介護

費を５,０００円支給しておりましたことか

ら、制度上、類似サービスを受けないひとり

親世帯を対象としたという経緯がございま

す。

いずれにいたしましても、補助が確実で、

実施することになった場合は、対象者の範囲

を広げることについて、さらに灯油チケット

の対応などの考慮ということも考えてまいり

たいと思います。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 経済部長。

○経済部長（大澤裕彦君） 斗南藩記念観光

村の運営状況と将来の展望についての御質問

にお答えいたします。

第１点目のイベント開催数と利用者数の推

移についてでございますが、道の駅みさわ斗

南藩記念観光村におけるイベント開催数は、

平成２１年度９回、平成２２年度９回、平成

２３年度６回、平成２４年度５回、平成２５

年度８回となっており、利用者数は、平成２

１年度２８万９,５３３人、平成２２年度２

６万１,９７９人、平成２３年度２０万４,９

９７人、平成２４年度２１万４,１９７人、

平成２５年度２４万８,７２６人となってお

ります。

第２点目のイベント時を除く利用者数の推

移につきましては、平成２１年度２５万１,

０８１人、平成２２年度２２万６,６８４

人、平成２３年度１７万７,３４３人、平成

２４年度１９万２,４８９人、平成２５年度

２０万９,６７４人となっております。

第３点目の運営に当たり将来的に収支の赤

字が続く場合、市としてどのように対応して

いくのかとの御質問にお答えいたします。

このたびの指定管理業務総括評価におい

て、平成２５年度に斗南藩記念観光村の収支

赤字が生じた要因は、特別企画展・新島八重

と斗南を実施するに当たり、人件費及び諸経

費が増大し、赤字が生じたものでございま

す。しかしながら、あくまでそれは一時的な
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ものであると認識しているところでございま

す。

第４点目の道の駅と先人記念館を移設し、

６次産業化に向けた産業の拠点として、北浜

地域の活性化と障害者雇用の創設など、新た

な地域再生を目指してはどうかという御質問

にお答えいたします。

既に現在、北部地区町内会や産直友の会及

びやるべー会などで組織されている北三沢地

区コミュニティ活性化協議会において、道の

駅みさわ斗南藩記念観光村を６次産業化の拠

点として活用しながら、地域の共同体制によ

りさまざまな角度から活性化させ、発展させ

ていく方向性を打ち出しております。

市としても、このような地域の主体的な取

り組みにあわせて、専門家の適切な指導、助

言を受けられるよう調整するなど、積極的に

支援しているところでございます。

道の駅と先人記念館につきましては、現在

地で有機的に活用を図ることを前提としてお

り、このような地域主体の活性化方策が進ん

でいる状況であることから、現時点では移設

する考えは持っていないところでございま

す。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） ４番奥本議員。

○４番（奥本菜保巳君） 御答弁ありがとう

ございました。

それでは、質問順に再質問させていただき

ます。

最初に、介護保険制度の問題なのですけれ

ども、今回の介護制度の改正に当たっての保

障というのは、やはり地域支援事業として、

自治体が独自に多様なサービスを提供できる

ということにあります。国からは、さまざま

な介護サービスの抑制、これが行われようと

しているのですけれども、それをどこまで自

治体が住民の立場に立った事業に確立してい

くかということが大変重要になってくると思

います。

このような視点で取り組んでいくべきだと

思いますけれども、現場においてどのような

課題があるか。先ほど私、質問でも言いまし

たけれども、やはり介護従事者、働く人たち

が減っているという問題があります。そし

て、企業で本当にできるのかとか、さまざま

な、現場にはたくさんいろいろな問題がある

のです。そういうことをしっかりと調査をし

て、これをどうやって生かすかというところ

が、やはりこれからの行政の腕の見せどころ

だと思います。

今、４月からこういうことが変わりますと

いうふうにお話しいただいたのですけれど

も、この制度をどのように周知されるのかと

いうところを具体的に、決まり次第周知して

いくというふうに先ほど言われたと思うので

すけれども、やはり介護を受けている方たち

は大変不安に思っていると思うのです。今ま

でこういうふうにサービスを受けていたの

が、もう受けられなくなるのではないかと

か、そういう不安を持っている方もいらっ

しゃいます。ですから、この周知というのは

すごく大事だと思いますので、その内容をど

のように具体的にやっていくのかということ

を再度お聞きしたいと思います。

次に、子ども・子育て支援新制度なのです

けれども、この制度なのですが、本当に解説

書を読んでも難しくて大変でした。理解に苦

しむことがあるのですが、この制度というの

はもともと待機児童の解消、都市部で子供を

預けられない、働けないということが発端で

できた制度だと思うのですけれども、三沢の

場合は、待機児童というのは特別問題にも

なっていないのです。

この制度が本当に適しているのかなという

ふうに私はすごく疑問に思っていまして、子

供の数というのは、少子化もありますけれど

も、決まっていますよね。その中で、受け皿

としての施設をふやしていっても、お子さん

を取り合いになるのではないのかと。すごく

競争が厳しく激しくなるのではないのかなと

いうのを感じております。

それで、まずその施設でさまざまな競争原

理が働きますので、さまざまな保育料以外の
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徴収とか、上乗せ徴収ができるようになりま

すから、保育園児がふれば、保育に格差が持

ち込まれるという懸念もあります。

この認定こども園への移行というのは、国

が今、制度を決めましたけれども、強制では

ありません。ですから、慎重な対応が必要だ

と思っております。

介護の総合事業も同様、自治体の裁量に任

せるというところが結構大きいものがありま

すので、やはり保護者の皆さんの声にぜひ耳

を傾けて、その要望に沿った制度にしていく

という必要があると思います。

そこで、これから事業計画の策定に入ると

いうことなのですけれども、対象となる保護

者の皆さんとか、さまざまいらっしゃる方が

たくさんいると思うのですけれども、どのよ

うに周知していくのか。すごい問題のある制

度だし、混乱されていると思うのです。この

まま変わらないのか、どこがどういうふうに

なるのかということで、しっかりと周知して

いく必要があると思うのですが、その方法に

ついて再度お聞きしたいと思います。

次に、福祉灯油なのですけれども、これは

なかなか三沢市は自主財源がないということ

で、できないとよく言われるのですけれど

も、私はそんなことはないと思っているので

す。先ほども言ったように、斗南藩も３６億

円かけて、維持管理費に６,０００万円、こ

れあります。(仮称)国際交流スポーツセン

ターも何十億円というお金をかけて、維持管

理費も１億円と言われているのですけれど

も、余裕があるのですね。でなかったらでき

ないはずなのです。

だから、それに灯油、平成１９年のときに

かかった費用というのは３００万円台なので

す、実際に、国も県も補助したのですけれど

も、この３００万円の自主財源がないのかと

いうところも、ちょっと私は腑に落ちないと

ころもあるのですけれども、今はまだ暖かい

ですし、灯油の価格もどうなるのかというの

はまだ不透明なので、今の時点ではっきりと

は言えないかもしれないのですけれども、

今、県と国の動向を見て、早い対応というの

が必要だと思います。

これは、なかなか支援というと動いてもら

えないのですけれども、考え方としては、私

は安倍政権が進めるアベノミクスの政策、円

安と株高が進んでいます。この国際情勢の影

響というのは、やはり政治災害だと私は思っ

ています。ですから、政治災害の被災者に対

してはしっかりと手当てをする必要があると

思います。

今、政府が、消費税８％になって、所得の

低い方には福祉給付金というのが支給されて

いますね。その考え方と私は同じだと思いま

す。やっぱり政治の責任で、行政も国もしっ

かりと救済していかなければならないのだと

いうふうに思います。

先ほど灯油チケットを提案しましたけれど

も、これを灯油販売店で利用し、これを活用

するという方法も含めて、やはり体制づくり

といいますか、もう準備はしておくのだとい

う引き出しはいっぱいあっていいと思うので

す。そういうふうな体制づくりというのが必

要だと思うのですけれども、それについて再

質問、お答えいただきたいと思います。

最後に、斗南藩記念観光村なのですけれど

も、ここは大変、行っている方で、ホーム

ページ等の感想なんかを見ると、喜んでいる

方もいらっしゃいました。

ただ、やはり道の駅、私はずっと気になっ

ていて、これは何とかしなければならないと

思っているし、多くの皆さんも、このままで

いいのかなと思っていると思うのです。

このままで頑張るということなのですけれ

ども、やはり地域活性化アドバイザーの金丸

さんという方も、道の駅のプロみたいな方な

のですけれども、その方もやはりおっしゃっ

ていましたけれども、全国の道の駅の売り上

げの平均が３億６,０００万円ということな

のです。

東北町の、すぐそこにある道の駅も４億円

売り上げがあるのです。きのう電話をかけた

ら、順調に売り上げを伸ばしているという話
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をしているのです。

では、商品がそんなに違うのかというのを

見ると、やはり野菜も売っていますし、地元

の方たちのつくった惣菜とか、地域の人がい

ろいろなものを売っているのです。お土産な

んかも売っているのです。多少は、やはり魅

力ある商品もあると思うのですけれども、三

沢も同じようなものを売っているわけなので

す。でも、これだけ差があるということを真

摯に受けとめて、何とかしなければならない

と思うのです。

これは６,０００万円もかかっているわけ

ですから、売り上げがあれば、これはかから

なくなるのです。だから、やはり新たに取り

組んでいく、研究していくという姿勢、これ

が大事だと思うのですけれども、いつまでこ

のまま続けるのか。あと３年、４年たったと

きに、このまま４,７００万円とか、下降し

ていくようであるなら、撤退も視野に入れて

考えるという方向なのか、何としても目標３

億円で頑張るのか、その辺の将来の展望とい

うものをお聞きしたいと思います。

以上です。

○副議長（野坂篤司君） 答弁願います。

健康福祉部長。

○健康福祉部長（小泉富男君） 介護保険新

制度の課題についてでございますが、先ほど

議員がおっしゃいましたとおり、地域支援事

業を受ける事業者がどうなるか、そういった

ことが当然出てくるかと思います。今後、実

施に向けて検討していきます。

それから、同じく介護保険制度の周知方法

についてでございます。

新総合事業の概要につきましては、第６期

三沢市介護保険事業計画に反映させることに

なりますので、まず、この計画をホームペー

ジに掲載したいと考えております。

そして、具体的なサービス内容につきまし

ては、マックテレビや広報みさわのみなら

ず、リーフレットなどを作成して、毎戸配布

するなど、広く市民の皆様に周知してまいり

たいと考えております。

それから、子ども・子育て支援についてで

ございます。

これの周知方法でございますが、現在、利

用者に対しましては、幼稚園、保育所などを

通じて、制度の紹介や情報提供を行うほか、

市のホームページや広報みさわに関連情報を

掲載するなど、可能な限りのツールを活用し

て、市民の方に周知を図ることで考えてござ

います。

また、事業者の方につきましては、新制度

移行に当たっての説明会、これを開催するこ

とで考えてございます。

それから、福祉灯油の財源等についてでご

ざいます。

財源を確保することはなかなか難しいもの

でございますので、調査、検討させていただ

きたいと思います。

それから、灯油チケットについても、実施

することになった場合ですけれども、はじめ

てそういうことを聞いておりますので、それ

についても調査、研究してまいりたいと思い

ます。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 経済部長。

○経済部長（大澤裕彦君） 斗南藩記念観光

村の再質問にお答えいたします。

まず、道の駅の機能としては、多分、交通

量の多いところとか、そういうところのほう

がいいのではないかというような意味合いか

と、そういう御質問だと思いますが、全国の

道の駅の中では、交通量に恵まれないところ

にあっても、その道の駅自身が観光資源とし

て成功している事例もございます。道の駅に

つきましては、そういう専門家の意見とか先

進事例とかを研究して、これからも道の駅と

しても成立するような方向に持っていきたい

というような考えを持っています。

それに加えまして、先ほども答弁の中にあ

りますが、北浜地域活性化協議会、北三沢地

区の町内会を中心とした地元の方たちがいろ

いろな事柄を考えて、あそこをにぎやかにし

たいというのを、実は平成２２年度から今年
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度までは市役所のほうの予算を使いながら、

大学の先生とかを呼んでやっていたのです

が、来年度以降につきましては、自分たちで

いろいろ工夫をして、そういう方たちを呼び

ながらやっていこうという意気込みがありま

す。

そのほかに、特産品の開発促進補助金とか

で、いろいろな方が三沢の特産品を開発し

て、三沢をＰＲしようという活動が、今まさ

に非常に盛んになってきております。議員

おっしゃったように、せっかく３６億円近い

投資をしておりますので、今はとりあえずあ

そこを活性化させることに全力を傾注したい

と思っております。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） ４番奥本議員。

○４番（奥本菜保巳君） 斗南藩の道の駅の

件だったのですけれども、そのとおりでござ

います。本当に今一生懸命頑張っていらっ

しゃるということもよくわかっています。

私が質問した２０１０年のときも、同じよ

うな形の、こういうことを努力しているのだ

というふうなことで、前からおっしゃってい

たのです。私は、今どういうふうな状況に

なっているのかなと思いまして質問したとこ

ろ、申しわけないですけど、売り上げが余り

伸びていないし、来場者数といいますか、ふ

えてはいるのですけれども、横ばいであると

かということで、申しわけないのですけれど

も、変化が見えないのです。

私も、地域活性化アドバイザーの金丸さん

という方がこの間来られて、聞くと、場所は

関係ないのだと、道の駅が山里にあろうが何

にあろうと、売れるところは売れるのだと。

そんなものを言いわけにするなというような

お話を、すごく力を込めてされておりまし

た。

一緒に話する機会があって、私はその方に

質問したのです。だけれども、確かに売れる

商品をそろえればいいかもしれません、売れ

ますから。だけれども、便利のいいところに

あったら、もっと消費者が喜ぶのではないで

すかと私は言ったのです。そうしたら、それ

は否定しなかったのです。場所がよければ

もっといいでしょうねというような回答だっ

たのです。

やはり３億円、４億円の売り上げを出して

いるという道の駅のリピーターの６割は地元

の人たちだったのです。６割が地元。ですか

ら、やはり便利のいいところという地理的な

部分というのはやはり必要だ、検討しなけれ

ばいけないと私は思うのです。

だから、それを言ったのですが、やはり東

北町も三沢の道の駅も、種類としては同じよ

うなものを売っているのです。だけれども、

これだけ差があるというところをしっかりと

もう一度精査しなければいけないと思うので

すけれども、それについて伺います。

○副議長（野坂篤司君） 経済部長。

○経済部長（大澤裕彦君） 道の駅の再々質

問にお答えいたします。

議員おっしゃるとおり、確かに交通量の多

い便利のいいところが買いやすいというよう

なこともございますが、地元消費という点に

関しましては、北三沢地区の方にとっては、

あそこは近いところにあるということと、あ

と、例えば通過交通だけではなくて、先ほど

新島八重と斗南をやった際に３６０万円程度

の赤字が発生しましたが、実はこのときに１

万人近く来ておりまして、同時に開催した

ファームフェスタに出店した方たちは、お昼

の時点で物が売り切れています。

要するに、市役所で統括している数値には

あらわれない、そういう民間の方の売り上げ

が伸びたり、市内の宿泊施設、ホテルとかに

泊まる方がふえたりしている。市役所では把

握し切れていない経済効果というのはかなり

あるものと思っております。

ですので、おっしゃるとおり、目に見える

来場者数と、このものの売り上げとプラスし

て、その日だけでなくて、滞在していただい

て、ゆっくり見てもらうとか、そういうこと

をいろいろ工夫しながら、三沢市全体の経済

効果に波及できるような一つの要因に斗南藩
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記念観光村を持っていければというふうには

思っております。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 以上で、４番奥本

菜保巳議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１０番春日洋子議員の登壇を願います。

○１０番（春日洋子君） １０番公明党の春

日洋子でございます。通告の順に従い質問し

てまいります。

はじめに、行政問題の本市における少子化

対策についてお伺いします。

総務省が本年６月末に発表した人口調査で

は、日本人の総人口が５年連続で減少したこ

とが明らかになりました。

また、東京圏の３,５０６万人を筆頭に、

関西圏、名古屋圏の三大都市圏に全人口の半

数以上が集中しており、約９割の町や村で人

口が減っているにもかかわらず、東京都では

微増していることもわかりました。

また一方、５月には、民間の有識者らでつ

くる日本創成会議の人口減少問題検討分科会

が、２０４０年時点で８９６もの自治体で２

０歳から３９歳の若年女性が半減し、５２３

自治体が消滅の可能性が高いとの独自の推定

を発表したことから、全国に衝撃が走りまし

た。

このことは、急激に進む少子高齢社会が地

域にどのような影響を与えるのかが具体的な

イメージとして提示されたからであり、該当

する地域に住む人にとっては、公的な住民

サービスが受けられなくなるのではないかな

どとの懸念が生じています。

少子化は、将来、お金を稼ぐ人が減ること

を意味し、それは税金や社会保険料を納める

人の減少につながっていきます。さらに、経

済は縮小せざるを得なくなり、ふえ続ける高

齢者を支えていく福祉も不安定になるおそれ

があると言われています。

今、地方から都市へ人口が流れる一極集中

を転換し、地方への定住を促すとともに、子

育て世帯への各種手当ての拡充をはじめ、大

胆な少子化対策を進めて、人口減少に歯どめ

をかけていくことが求められています。

さて、国においては、安心して子供を産み

育てられる社会とするため、出産育児一時

金、妊婦健診の公費助成、児童手当の拡充、

不妊治療への助成、子供の医療費無料化の拡

充、奨学金の拡充などの子育て支援策を進め

てきておりますが、人口減少などの課題が山

積する日本の未来を開く鍵の一つは、若者の

活躍であり、若者が生き生きと活躍できる社

会を築くことにあります。

２０１３年の完全失業率を見ると４.０％

ですが、１５歳から２４歳に限ると６.９％

であり、若者を取り巻く雇用環境は依然とし

て厳しい状況にあり、若者の収入増加のため

の有効な改善策を講じる必要があります。

さらに、少子化対策の一環として、少子化

の要因の一つでもある未婚・晩婚化問題の解

消に取り組んでいる自治体もあります。

その目的は、将来の親づくりという観点か

ら、結婚支援をすることとし、民間の企業、

団体等と共同で新たな出会いのきっかけづく

りを行うもので、結婚をしたいという意思は

あるものの、なかなか理想の相手とめぐり会

えない、または、めぐり会う機会がないとい

う方を対象に、パソコンまたは携帯電話より

登録をしてもらい、婚活サポーターが企画、

実施する出会いの場のイベント情報を配信提

供していく事業で、婚姻率向上につなげてい

ます。

また、特に２０代から３０代の女性の転入

促進、転出抑制を図る施策が必要であり、職

業、結婚、学業で一度は市外に転出しても、

三沢市に住んだほうが子育てしやすいと、再

び市に戻ってもらえるような特徴ある施策を

実施していくべきと考えますが、少子化対策

について、本市の今後の取り組みをお伺いし

ます。

次に、民生問題の免許返納優遇者特典の導

入についてお伺いします。

６５歳以上のドライバーは、高齢者の増加

とともに年々ふえており、平成２２年版の高
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齢者白書によると、２０１０年時点で約１,

４００万人が高齢者ドライバーです。後期高

齢者の年代層では、既に男性の半数が運転免

許証を保有していますが、女性の保有率は１

０％を満たしていません。

しかし、今後は、男女とも高齢者の保有率

は大幅な増加が予想されています。高齢ドラ

イバーがふえるに伴い、高齢者がかかわる交

通事故は増大を続けており、全体の交通事故

死亡者数は、１９９３年以降右肩下がりに減

少していますが、高齢者の交通事故死亡者数

は、絶対数では一向に減少せず、横ばいで推

移しているとのことです。

これまで高齢者の事故増加に対する対策の

一環として、免許証の返納制度が１９９８年

より実施されてきましたが、返納は遅々とし

て進みませんでした。促進策として、警察で

は、公的身分証明書として使える運転経歴証

明書を発行することとし、２０１２年４月に

は、運転経歴証明書の有効期限が、それまで

の６カ月間から無期限有効としました。

さらに、各都道府県で、タクシーやバスな

ど、公共交通機関の運賃割り引きや各種の文

化・サービス施設などの利用料の割り引き制

度の導入など、積極的に特典制度の導入を図

りだしたことが功を奏して、自主返納数が増

加してきているとのことです。

返納の促進は、事故防止の一環であり、事

故で困るのは本人だけではありません。危な

いと思ったら、家族からも返納を促すことも

大切ですが、特典制度の導入は免許返納の強

い動機づけになっており、返納者が増加して

いるとのことから、本市においての免許返納

優遇者特典の導入について、その見解をお伺

いします。

最後に、教育問題の小中学校における土曜

教育の充実についてお伺いします。

学校週５日制は、学校、家庭、地域の三者

が互いに連携し、役割分担しながら社会全体

として子供を育てるという基本理念のもと、

平成４年９月からの段階的実施を経て、平成

１４年度から完全実施となりました。

文部科学省では、子供たちの土曜日の豊か

な教育活動の実現に向け、昨年、土曜授業に

関する検討チームを立ち上げ、検討を進めて

きており、この検討結果を踏まえ、子供たち

に土曜日における充実した学習機会を提供す

る方策の一つとして、土曜授業を捉え、昨年

１１月に学校教育法施行規則の改正を行いま

した。この改正に伴い、設置者の判断による

土曜授業を行うことが可能であることをより

明確化するとともに、地域や企業の協力を得

て、土曜日の教育活動の充実を図ることとし

ています。

土曜授業の実施をめぐる動きとしては、民

間の世論調査等において、土曜授業の実施に

対して高い支持があるとともに、土曜日を必

ずしも有意義に過ごせていない子供たちも少

なからず存在するとの指摘もあります。

先進的に取り組んでいる自治体では、学力

の向上やスポーツでの実績を上げているなど

が紹介されており、国においては、子供たち

の成長にとって土曜日をこれまで以上に充実

したものとすることが肝要であり、有効活用

に意欲的に取り組んでいかれるよう予算措置

をしているところでもありますが、小中学校

における土曜教育の充実について、本市の見

解をお伺いします。

以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。

○副議長（野坂篤司君） ただいまの１０番

春日洋子議員の質問に対する当局の答弁を求

めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの春日議員

御質問の行政問題の少子化対策については私

から、その他につきましては担当部長からお

答えをさせますので、御了承願いたいと存じ

ます。

当市における少子化対策でありますが、少

子化による人口減少や若者の地方離れなど、

地方における少子高齢化の問題は深刻な社会

問題となっている中、当市におきましても、

他の市町村に比べ緩やかではありますが、人
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口減少が進むものと予想されております。

これらの問題は、国全体で考えるべきもの

とも言えますが、市といたしましても、地域

の活力、さらには盛衰にもかかわる重要な課

題であると考え、少子化対策としてさまざま

な施策を展開しているところであります。

今日の全国的な出生率の低下の主なる要因

は、仕事と子育ての両立に対する負担感の増

加や、子育ての不安感の増大等が背景となっ

ていると言われております。

市といたしましては、こうした負担感や不

安な状態を少しでも緩和、あるいは除去し、

安心して子供を産み育てる環境の整備が必要

と考えていることから、子育て支援策とし

て、子育てサークルなどの育児に関する相談

先の紹介や、ファミリーサポートセンターの

運営による育児援助並びにわんぱく家族米の

支給や、子供医療費助成などの給付事業、さ

らには質の高い教育環境の整備を行っている

ところでもあります。

また、良好な住環境及び働く場所の提供に

よる若者層への定住促進策として、南ニュー

タウンの整備、あるいは新築・リフォーム等

に対する補助、あるいは企業誘致の推進、さ

らには結婚支援策として、市民や民間団体等

の提案事業等に対し間接的に支援するなど、

ハード・ソフト両面からさまざまな施策を展

開してまいりました。

これらの成果に対する分析につきまして

は、直ちに少子化に対し歯どめがかかり、数

値としてあらわれるものではないものの、毎

年更新される総合振興計画の実施計画策定時

において、随時、評価、検証を行い、改善を

行いながら実効性のある施策へと転換してま

いりたい、このように考えております。

今後の少子化対策については、子育て支援

策として、未就学児童に特化した形で、児童

厚生施設と子育て支援拠点を併合した、(仮

称)子ども館の建設を進めるとともに、地域

のニーズに応えた多様な子育て支援に向けた

子ども・子育て支援事業計画を年度内に策定

しまして、この計画に基づき、子育ての支援

策を展開していくことといたしております。

また、定住対策については、新たなニュー

タウンの整備や、企業等の誘致や、雇用機会

の創出に向けた取り組みなども積極的に行

い、若者が地元で働くことができる環境づく

りに向けまして努めてまいりたいと考えてお

ります。

今後におきましても、国の人口減少対策の

動向や住民ニーズを踏まえながら、妊娠、出

産、そして子育てまで、安心して向き合える

ような環境の整備に積極的に取り組んでまい

りたいと、このように考えております。

私からは、以上であります。

○副議長（野坂篤司君） 民生部長。

○民生部長（宮古直志君） 民生問題の御質

問の免許返納優遇者特典の導入につきまして

お答え申し上げます。

高齢運転者の交通事故増加に対する対策の

一環として、高齢等の理由により運転が困難

になった方や運転に不安のある方が運転免許

証を自主的に返納する制度が、平成１０年の

道路交通法の改正に伴い実施されておりま

す。

そして、平成１４年６月から、運転免許証

を自主返納された方には、公的身分証明書と

して使える運転経歴証明書が発行されている

ところでございます。

このことを受けまして、各都道府県の警察

本部では、高齢者が無理に運転を継続しなく

てもよい環境づくりを推進するため、趣旨に

賛同する民間企業や自治体の協力を通じて、

運転経歴証明書を提示することによってさま

ざまなサービスを受けられる、運転免許自主

返納者に対する支援事業を展開しておりま

す。

全国的に、民間企業による主な支援策とし

ましては、タクシー料金の割り引き、買い物

商品の無料宅配サービス、宿泊施設や飲食店

等での割り引きが行われております。

また、自治体の支援例といたしましては、

住民基本台帳カードの手数料免除や、市営バ

ス等の割り引きが実施されております。
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当市といたしましても、高齢者の運転免許

証の自主返納制度の意義を十分認識しており

ますので、今後、効果的な支援策を講ずるべ

く、警察、関係機関と連携を図りながら検討

を進めたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 教育部長。

○教育部長（中村健一君） 教育問題の小中

学校における土曜教育についての御質問にお

答えいたします。

学校週５日制は、学校、家庭、地域が連携

して、子供たちに社会体験や自然体験などの

さまざまな活動を経験させ、生きる力を育む

という理念のもとに、平成１４年度から全面

実施され、現在に至っております。

しかしながら、今般、国において土曜日の

教育活動を認めることとなった背景は、子供

たちにこれまで以上に豊かな教育環境を提供

し、その成長を支えることが重要であるとの

考えのもと、学校、家庭、地域が連携し、役

割分担をしながら、学校における授業や地域

における多様な学習、文化やスポーツ、体験

活動等の機会の充実が求められたことにあり

ます。

この観点から、平成２５年１１月に学校教

育法施行規則が改正され、教育委員会の判断

により土曜授業を行うことができるよう明確

化されたものであります。

平成２５年、２６年度の市内の小中学校の

土曜日を含めた休日の活用状況は、学校行事

としての運動会や文化祭、学習発表会、参観

日や卒業式、ウォーキングなどが行われてお

ります。

また、保護者、ＰＴＡと連携した授業以外

の行事として、学年ＰＴＡ活動の一環とし

て、親子交通安全教室や施設見学、自然体験

などが行われております。

さらに、地域と連携して、スポーツ少年団

や町内子ども会活動、児童館での活動などが

行われているところであります。

教育委員会といたしましては、文部科学省

が示した教育委員会の判断による土曜授業に

つきましては、市内各小中学校とも年間授業

時数の十分な確保と、学力向上に向けた取り

組みが行われてきていること。さらに、各小

中学校において、体験活動の充実や地域人材

の活用がなされていることなどから、その実

施につきましては、喫緊の課題とは考えてご

ざいません。

今後、土曜の活用につきましては、学校、

家庭、地域が連携して、子供たちに体験活動

などのさまざま活動を経験させて、生きる力

を育むという学校週５日制の理念に基づく環

境や制度の整備に心がけつつ、教職員の勤務

体系のあり方などを考慮しながら、国や県の

今後の動向を注目してまいりたいと考えてお

ります。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） １０番春日議員。

○１０番（春日洋子君） ただいま市長よ

り、少子化対策についての御答弁をいただき

ました。

再質問は、先ほどの質問の中でも申し上げ

ましたけれども、国の動向もありますけれど

も、全国それぞれの自治体が抱えている状況

等はもちろん異なるわけですので、三沢市と

してこれまで取り組んできた子育て支援策、

少子化対策等が、どういう効果を上げてきて

いるかということを検証する機関が必要では

ないのかということを思っておりました。

参考になる取り組み事例が、最近、新聞で

の報道を見ましたので、紹介をさせていただ

きたいというふうに思っておりました。

茨城県の常陸太田市でございまして、こち

らでは、先駆的な子育て支援策を進めており

まして、目指せ子育て上手のまちというそう

いうスローガンを掲げておりまして、常陸太

田市では少子化・人口減少対策の担当係を設

けて、市が独自に取り組んできた、これまで

の国から助成もいただきながら、市もまた多

角的に進めてきた、この支援策がいかに効果

を上げているかということを専門的に検証す

る担当係を設けまして、本年４月からは課に

格上げをして、取り組みをさらに強化してい
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るということでありました。

短期的に転出、転入も、もちろんございま

すけれども、長期的にいかに出生数をふやし

ていくかというそういう施策が重要だという

ふうな考えに立っての少子化・人口減少対策

課ということを設けたそうであります。

具体的には、一貫して取り組む子育て支援

策、少子化対策ですけれども、就労、結婚、

妊娠、出産や子育てのしやすい環境を整えて

いく。常陸太田市では、このようなことを主

にして強化をしているということでありまし

た。

さまざまな取り組みの中で、目玉となる、

三沢市でもわんぱく家族米等を数年前から実

施しておりますけれども、常陸太田市におき

ましても、乳児１人につき２万円を上限に、

おむつの購入費を助成している。パンパース

は非常に高額で、２歳ぐらいまでは大変な金

額に、家計の負担になりますけれども、こち

らではこういう取り組みをしている。

それからまた、定住促進ということの意味

合いで、三沢市でもさまざまな、南ニュータ

ウン等の販売もいたおりますけれども、こち

らでは、市内の民間賃貸住宅に住む新婚家庭

に対して、最大３年間、月２万円の家賃補助

を行っているということです。申請した方の

約７割が、この制度をきっかけに市内へ転居

してきているということなのです。

ですから、一つ一つの施策が目に見えて効

果を上げているのだなというふうにも思いま

した。もっとほかにもありましたけれども、

私は、三沢市においても各課でさまざまな抱

える施策に取り組んではいると思いますけれ

ども、市全体で一つ一つなされてきた施策

が、いかに少子化対策、人口減少対策に効果

として結びついているかどうか、しっかりと

検証していく機関が必要ではないかというふ

うに思っておりまして、これについての今後

の取り組みについてのお考えをお聞かせ願い

たいというふうに思っております。

次に、２点目ですけれども、民生部長か

ら、高齢者の優遇者特典についてということ

で、連携を進めながら検討していきたいとい

うことでありました。ヒアリングのときにも

申しましたけれども、市民からの強い要望を

いただきましての今回の質問とさせていただ

きました。検討していきたいということは、

さまざまなニュアンスがございまして、前向

きに積極的に検討していかれるのか、希望の

ある検討なのか、ぜひこの機会に、お伝えを

するということもありますので、将来的に近

い将来というふうに願っておりますけれど

も、希望を持てる検討なのかどうか、お聞か

せ願いたいというふうに思っておりまして、

申しわけありませんが、お願いいたします。

教育部長より、小中学校の土曜の教育につ

いて、これまでもさまざまな学校、家庭、地

域での連携、このようなことも取り組まれて

いることも私なりには承知させていただいて

おりましたけれども、国の方針を踏まえて、

どういうふうに進むのかなというようなこと

を思ったものですから、恐縮でしたけれど

も、質問させていただいたところでしたけれ

ども。

私、今手元に、これらの全国的なアンケー

ト、児童生徒の土曜日の過ごし方について

の、これは興味があったものですから、これ

をプリントアウトして見ておりました。小学

校においては、特に低学年、高学年としての

差はあると思うのです。活動の状況が違いま

すので。一律に、特に小学校は、６学年全員

がここに当てはまるかどうかというふうなこ

とも思いつつ、子供たちに直接アンケートし

たその結果ですので、全体的なイメージとし

て御紹介をさせていただきたいと思っていま

したけれども。

小学校におきましては、土曜日の午前、何

をして過ごすことが多いですという設問であ

りました。１番は、習い事やスポーツ、地域

の活動に参加している、２６.７％。２番目

は、２１.９％ですけれども、家でテレビや

ビデオ、ＤＶＤを見たり、ゲームをしたりし

ている。３番目は、１６.９％、家で勉強や

読書をしている。４番目には、１６.０％、
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家族と過ごしている。５番目は、８.３％

で、友達と遊んでいるということでありまし

た。

中学校は、同じ質問でありましたけれど

も、やはり中学校になりますと、１位は、断

トツで学校の部活動に参加している、６３.

６％。２番目は、１０.１％、家でテレビや

ビデオ、ＤＶＤを見たり、ゲームをしたりし

ている。そして３番目は、６.１％ですけれ

ども、習い事やスポーツ、地域の活動に参加

している。４番目は、家で勉強、読書をして

いる、４.７％。５番目は３.９％で、家族と

過ごしている。

こんなふうな結果でありましたけれども、

私がこの結果を見まして、家族と過ごすと

か、何かをしているということの過ごし方と

いうのは幸いだなというふうに思っておりま

して、もし少ない人数であっても、御両親が

お仕事に行く。誰もいない。子供だけで過ご

すとか、行き場がないとか、常に過ごすもの

がないという方も、もちろん中には、少ない

人数でもいらっしゃるでしょう。

その子供たちが外に、例えば１人で出かけ

たとします。不慮の事故、また、何かの悪い

誘いになるとか、そんなことがあってはもち

ろんならないというふうには思っております

けれども、このことが三沢市の中で、土曜日

の、これまでの長い学校週５日制にありまし

ては、こういう悲しい場面に出くわすことが

児童生徒はなかったかどうかということも

思っておりまして、そんなことも思いつつ今

回の質問をさせていただきましたけれども。

もちろん、教職員の方々の勤務体制とか、

さまざまな諸条件がありますので、一足飛び

に、国の方針が出たからといって、そのとお

りになるというふうにも思っておりませんけ

れども、一人でも、そういう少ない率であっ

ても、児童生徒が悲しい場面に出くわさない

ような体制づくりというのは、市としての教

育委員会としてはどのようなお考えになって

いるかということを参考にお聞かせ願いたい

と思います。よろしくお願いいたします。

○副議長（野坂篤司君） 答弁願います。

市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

人口減少の現状云々という話でありました

が、これにとどまらず、振興計画全体につい

ていろいろ検証しているわけでありまして、

もちろんそのことについても検証しているわ

けであります。そういう反省の中で、いろい

ろ対策を講じているわけでありますが、いろ

いろ先生のお話の中でも、事例が全国にある

ようでありますので、それらのことも調査、

研究して、そういういい例があれば、それを

見ながら今後対応してまいりたいなと思いま

す。

それから、定住の問題については、いろい

ろな要素が重なって、そういうものになると

思いますので、教育行政とか福祉の問題、そ

れからインフラの問題、さまざまあると思い

ます。それらのことも十分考慮しながら考え

てまいりたい。

以上であります。

○副議長（野坂篤司君） 民生部長。

○民生部長（宮古直志君） 免許返納優遇制

度の導入につきましての再質問についてお答

え申し上げます。

実は、この御質問に当たりまして、三沢警

察署のほうから資料をいただきまして、いろ

いろ検討いたしました。三沢署管内では、高

齢者の運転中の事故件数よりも、それ以外の

ケースでの被害、例えば歩行中のけが事故、

あとは自転車を押していての事故、あと、車

に同乗してのということでございまして、遭

われた方のほうが多いとの調査結果が出てき

ております。それを踏まえまして、事故防止

活動を積極的に行っていまいりたいと考えて

おります。

それで、事故防止活動を重点的に実施する

中で考えていくのですけれども、現在、多

分、議員さん御存じだと思いますけれども、

下北の５市町村のほうでそういう制度を実施

しております。
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三沢市といたしましても、他の自治体の動

向を十分見据えまして対応してみたいと考え

ています。よろしくお願いします。

○副議長（野坂篤司君） 教育部長。

○教育部長（中村健一君） 春日議員の再質

問、土曜日を有意義に過ごせない子への対策

はどのようになっているのかという御質問に

お答えをいたします。

土曜日を有意義に過ごせない子供への対策

ということでありますけれども、他方、子供

にとっては、土曜日ぐらいはゆっくりしたい

というような子供も中にはおります。それか

ら、土曜日の過ごし方には、さまざまな取り

組み、考えがあることも、先ほど御紹介いた

だきましたことも承知はしております。

学校週５日制実施以来、当市をはじめ、そ

の受け皿は、低学年におきましては、児童館

をはじめ、また、中学校、それから小学校高

学年におきましては、スポーツ少年団であっ

たり、部活であったりというように、徐々に

その整備は図られてきておりますが、議員さ

んが御懸念されていることにつきましても、

今後、検討しながら、何より子供たちの余暇

利用と健全育成、子供の自主性を育てるよい

機会であるという理念に基づいた環境整備に

努めてまいりたいと、このように考えており

ます。

以上でございます。

○副議長（野坂篤司君） 以上で、１０番春

日洋子議員の質問を終わります。

─────────────────

○副議長（野坂篤司君） 本日は、これを

もって散会します。

なお、明日も引き続き、一般質問を行いま

す。

午後２時３６分 散会


